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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １．第14期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．第14期及び第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないの

で記載しておりません。 

４. 純資産額の算定にあたり、平成19年4月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する基準」（企業会計基準第5号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。 

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成15年４月 平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月 平成19年４月 

売上高 (千円) ― ― ― 7,770,877 11,316,646 

経常利益 (千円) ― ― ― 520,117 422,598 

当期純利益 (千円) ― ― ― 303,586 188,325 

純資産額 (千円) ― ― ― 1,517,838 1,951,783 

総資産額 (千円) ― ― ― 2,680,760 4,892,443 

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― 33,920.45 39,555.42 

１株当たり当期純利益 (円) ― ― ― 6,723.35 4,209.51 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― ― 56.62 36.04 

自己資本利益率 (％) ― ― ― 20.00 11.48 

株価収益率 (倍) ― ― ― 22.76 22.35 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― 315,226 333,328

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― △ 118,347 △630,467

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― △ 233,873 546,867

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(千円) ― ― ― 623,052 872,780

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(人) 
― 
(―)

―
(―)

―
(―)

355 
(57)

424
(218)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．平成15年６月20日付で普通株式１株を２株に分割しております。これにより発行済株式総数は23,858株となっておりま

す。なお、第12期の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

３．平成16年６月18日付で普通株式１株を２株に分割しております。これにより発行済株式総数は47,716株となっておりま

す。なお、第13期の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

４．第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しておりませんので記載しておりません。 

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成15年４月 平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月 平成19年４月 

売上高 (千円) 4,599,494 6,066,806 6,994,191 7,730,706 8,185,880 

経常利益 (千円) 308,228 386,496 329,446 484,507 515,578 

当期純利益 (千円) 160,448 197,439 169,576 282,469 304,607 

持分法を適用した場合 
の投資利益又は投資損
失（△） 

(千円) △ 16,256 13,271 14,023 ― ―

資本金 (千円) 509,125 509,125 509,125 509,125 509,125 

発行済株式総数 (株) 11,929 23,858 47,716 47,716 47,716 

純資産額 (千円) 1,423,882 1,608,073 1,578,030 1,628,401 1,894,209 

総資産額 (千円) 2,013,545 2,369,818 2,415,069 2,634,844 3,692,368 

１株当たり純資産額 (円) 119,363.14 67,401.87 33,782.12 35,909.79 41,925.85 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
900 

(―)

500

(―)

300

(―)

500 

(―)

600

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 14,180.16 8,275.59 3,579.59 6,173.65 6,718.59 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― 8,273.91 3,553.82 ― ―

自己資本比率 (％) 70.7 67.9 65.3 61.8 51.30 

自己資本利益率 (％) 11.27 12.28 10.75 17.35 17.29 

株価収益率 (倍) 26.09 39.51 48.61 24.78 14.74 

配当性向 (％) 6.7 6.0 8.4 8.1 12.77 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 39,848 68,371 280,228 ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △ 650,069 160,741 198,354 ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 267,384 △ 12,851 △ 201,161 ― ―

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(千円) 166,364 382,625 660,046 ― ―

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(人) 
181 
(22)

252
(15)

287
(58)

352 
(57)

322
(147)



５．第14期及び第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないの

で記載しておりません。 

６．第14期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高については記載しておりません。

７. 純資産額の算定にあたり、平成19年4月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する基準」（企業会計基準第5号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。 

  



２ 【沿革】 

当社は、平成４年５月29日に現,代表取締役社長森下 篤史が中心となり、高齢者の能力開発研修事業などを目的

に、株式会社矍鑠（「カクシャク」）として資本金1,000万円で東京都大田区東蒲田二丁目30番17号に設立いたしまし

たが、実際の事業活動がないまま休眠状態となりました。 

その後、平成９年３月31日に「株式会社テンポスバスターズ（「テンポス」（＝店舗の複数形）と「バスターズ」

（＝掃除人）に由来）」に商号を変更し、本社を東京都大田区本羽田二丁目９番23号に移転して、厨房機器専門のリ

サイクル販売会社として営業を開始いたしました。 

当社グループの事業内容の変遷は、次のとおりであります。 

  

年月 事業内容 

平成９年３月 商号を株式会社テンポスバスターズに変更し、本社を東京都大田区本羽田二丁目９番23号に移転 

平成９年４月 飲食店向け店舗用設備及び店舗用備品のリサイクル販売を目的として埼玉県川口市に「川口Ａ

館・Ｂ館」をオープンし営業開始 

平成９年11月 業容拡大に伴い「川口Ｃ館」をオープン・顧客の要望から新品の店舗用設備及び店舗用備品の販

売も開始 

平成10年６月 本格的な総合再生センターとして「川口Ｄ館（再生センター）」を設置 

平成11年１月 全国展開の第一弾として大阪府東大阪市に「東大阪店」をオープン 

平成11年４月 川崎市川崎区に「川崎店」をオープン 

平成11年５月 千葉県習志野市に「幕張店」をオープン 

平成11年８月 福岡市東区に「福岡店」をオープン 

平成12年６月 熊本県熊本市に「熊本店」をオープン 

平成12年７月 東京都府中市に「府中店」をオープン 

平成12年７月 本社を東京都大田区東蒲田二丁目30番17号に移転 

平成13年１月 兵庫県西宮市に「西宮店」をオープン 

平成13年６月 札幌市白石区に「札幌店」をオープン 

平成13年９月 東京都新宿区に「新宿店」、仙台市若林区に「仙台店」をオープン 

平成14年２月 愛知県春日井市に「春日井店」をオープン 

平成14年４月 新潟県新潟市に「新潟店」をオープン 

平成14年10月 埼玉県鳩ヶ谷市に「鳩ヶ谷家具専門館」をオープン（川口Ｂ館の販売商品を移転） 

平成14年10月 川口Ａ館は食器専門店、川口Ｂ館は調理道具専門店に変更 

平成14年11月 埼玉県大宮市（現、さいたま市北区）に「大宮店」をオープン 

平成14年12月 日本証券業協会に株式を店頭登録（平成16年12月ジャスダック証券取引所に上場） 

平成14年12月 札幌市西区に「札幌宮の沢店」をオープン、「札幌店」を「札幌白石店」に名称変更 

平成15年３月 千葉市中央区に「千葉店」をオープン 

平成15年５月 愛知県一宮市に「一宮店」、広島市西区に「広島西店」をオープン 

平成15年７月 「川崎店」を川崎市川崎区東扇島から同区富士見に移転 

平成15年７月 東京都八王子市に「八王子店」をオープン 



  

  

年月 事業内容 

平成15年７月 東京都立川市に「府中店」を移転し、「立川店」に名称変更 

平成15年９月 静岡県浜松市に「浜松店」をオープン 

平成15年10月 株式会社てんぽす・きっず（本社:東京都大田区）は、株式会社テンポスファイナンスに社名変

更し、リース仲介事業に進出 

平成15年12月 福島県郡山市に「郡山店」をオープン 

平成16年２月 京都市伏見区に「京都店」をオープン 

平成16年３月 総合再生センター「新宿再生センター」を設置 

平成16年８月 北九州市小倉北区に「小倉店」をオープン 

平成16年10月 神奈川県相模原市に「反乱軍相模原店」をオープン 

平成16年10月 横浜市戸塚区に「川崎再生センター」を移転し、「戸塚買取センター」に名称変更 

同時に「川口Ｄ館（再生センター）」を「川口買取センター」に、「新宿再生センター」を「新

宿買取センター」にそれぞれ名称変更 

平成17年３月 愛媛県松山市に「松山店」をオープン 

平成17年４月 総合再生センター「千葉買取センター」を設置 

平成17年４月 大阪府堺市に「堺店」をオープン 

平成17年６月 名古屋市西区に「名古屋西店」をオープン 

平成17年７月 名古屋市中川区に「名古屋中川店」をオープン 

平成17年８月 総合再生センター「大阪買取センター」を設置 

平成17年９月 子会社株式会社テンポスインベストメント（本社：東京都大田区）を設立し、ファンドの管理・

運用事業に進出 

平成18年１月 名古屋市千種区に「名古屋千種店」をオープン 

平成18年３月 第三者割当増資により株式会社テンポスファイナンスが子会社となる 

平成18年５月 子会社株式会社テンポハンズ（本社：横浜市戸塚区）を設立し、株式会社ハマケン（本社：横浜

市泉区）からの営業譲渡により同業種である「ヨコハマ店」「湘南店」「大和店」の３店舗と買

取センター機能の「商品管理センター」を譲り受ける 

平成18年６月 第三者割当増資並びに株式譲受により株式会社ハマケンが子会社となり、内装工事事業に進出 

平成18年９月 札幌市中央区に「札幌すすきの店」オープン 

平成18年９月 営業譲渡により株式会社ビクトリーを子会社化、サンドイッチ店をチエーン展開 

平成19年４月 東京都板橋区に「池袋店」オープン 



３ 【事業の内容】 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は当社（株式会社テンポスバスターズ）及び、子会社５社、関連会社２

社により構成されており、中古厨房機器の販売、飲食店向け内装工事請負、飲食及びその周辺事業者向けファンドの

管理・運用、厨房機器のリース及びクレジットの取りまとめ、中古事務機器の販売を主たる業務としております。 

  

(1) 飲食店向け機器販売事業 

当社は「大手の荒波を受ける中小飲食店の防波堤となる」を経営理念に創業して以来、物販事業としましては、

売場面積を新品４割、中古６割と中古品を主体とした店舗販売形態をとり、店舗用設備（業務用冷凍・冷蔵庫、ガ

スレンジ、シンク、調理機器、フライヤー、製氷機など）、店舗用備品（テーブル、イスなど）、食器・道具類

（陶器、鍋、ナイフ・フォーク、調理道具など）から割箸、洗剤、炭などの消耗資材まで取扱品目を広げ、またユ

ーザー層も個人店舗から中堅ＦＣチェーンなどに拡大しております。地域としましては、札幌すすきの店、池袋店

をオープンし当連結会計年度末現在、「テンポス店」として４２店（うちフランチャイズ（ＦＣ）６店、連結子会

社３店含む）と買取センター５店を北海道から九州まで全国にチェーン展開しております。 

また、子会社の株式会社テンポハンズは平成18年5月、株式会社ハマケンより中古機器販売事業の譲渡を受け、

当社の子会社として設立されたもの。横浜店を旗艦店として平塚市内の湘南店、大和店と神奈川県内に３店舗が運

営され、子会社化以前は株式会社ハマケンの中古厨房をセットにした格安内装工事受注の手段としての役割もあ

り、赤字体質が常態化していました。子会社化を機に独立採算を強く指導し、当期黒字化することが出来ました。

さらにインターネット販売に注力、IT事業部が年商で118,000千円の売上を上げる程に育っています。 

  

(2)内装工事請負事業 

平成18年6月1日に第三者割当増資により当社の子会社となりました株式会社ハマケンは飲食店向け内装工事業者

であり、設計から施工にいたる全ての作業を自社で行う、自社完結システムをとっております。 

横浜市に本社を置き創業30年、施工件数5,000件を超える業歴を持っています。 

本社に隣接して自社加工工場を持つことを強味として低コスト化、小回りのきく営業を武器に東京、神奈川を中

心として営業しています。これに加え、当社の関東9店舗からの内装工事依頼、さらに関連当事会社である株式会

社お助け隊による支援飲食店の店舗改装工事も見込め、受注面では大きな改善がありました。しかしながら外注管

理、工程管理の未整備もあり黒字転換が果たせませんでした。又、営業面以外におきましても遊休不動産の売却、

高い金利の借り替え等収益改善にグループ化効果が大きく出ております。 

  

(3)リース・クレジット取扱事業 

平成18年3月に第三者割当増資を行い、当社の子会社となりました株式会社テンポスファイナンスにおける飲食

店向けのリース・クレジットの取扱事業であります。 

当社グループが販売する機器のリース及びクレジットを取りまとめ、提携リース会社に取次ぐ中間マージンにて

利益をあげることに留まらず、今後は不動産賃貸契約を自らが行い内装設備の整った店舗をまるごと賃貸する

「店舗リース」を手がけるなど、付加価値の高い事業を行ってまいります。 

特に当社には飲食店を始めたいと来店する方が数多くおり、空き店舗情報などを求めております。このような方

は飲食店開店に必要な全てのものを求めており、機器だけではなく内装工事なども含めた大型受注へ繋げられる

よう努めてまいります。 

  

(4)その他の事業 

平成18年9月、民事再生された旧株式会社ビクトリー（現、株式会社ヤマシタ）を営業譲渡（旧ビクトリーに対

して12,000千円ののれん代が発生しております。）により子会社化しました。 

当社の100%子会社で株式会社Ｋを社名変更しました株式会社ビクトリーは、原料産地である鹿児島工場において

独自に加工されたマヨネーズと各種ソース類を、安さと独自のうまさを武器に手作りサンドイッチ店をチェーン展

開しています。平成19年4月には西武百貨店渋谷店内への出店もでき、直営店を鹿児島県内に２店、関東圏に７

店、計９店とＦＣ１４店を持ち、株式会社お助け隊の支援を受け販売強化に努めております。 

通期で僅かではありますが黒字となり、平成19年6月には西武川口店内への出店をいたしました。又、株式会社

テンポスインベストメントは平成17年9月20日付にて、当社の100％子会社として設立いたしました。平成17年11月

には「テンポス飲み喰いファンド（１号ファンド）」を登記、平成18年１月には「テンポス飲み食いファンド２号

（２号ファンド）」を稼動させております。１号ファンド（総額420百万円）は前期５案件へ２１８百万円及び今

期２案件１０８百万円、２号ファンドは１案件へ610百万円全額を投資いたしました。今後の投資対象先としてＩ

ＰＯ直前企業はもとより、アーリーステージのＩＰＯ立ち上げ先、Ｍ＆Ａや事業再生対象先など、ＩＰＯと再生を



中心として飲食業者とその周辺事業者に投資をしてまいります。 

当社はリサイクル業として創立９年となり、固定客も増加しつつあります。 

顧客の中にはＩＰＯを考えている企業も多くあり、また、厨房機器の引上げ先の中にも支援すれば再生できる企

業がいくつもあります。単に投資をするのではなく、当社の関連当事会社である株式会社お助け隊から支援部隊を

派遣することによって、お客様と一丸となって上場や立て直しを目指してまいります。水商売と言われるリスクの

多い飲食業界において、投資先に対する担保はその派遣部隊であると考えております。そのために投資先株式会社

あさくまの店舗を隊員養成の場として利用しつつ支援のできるファンドとして確立してまいります。 

  

(5)関連会社  

株式会社オフィスバスターズは当連結会計年度末現在、当社の店舗内に併設しております店舗も含め全国13店舗

にて、中古事務機器の展示販売をチェーン展開しております。当社の仕入力を利用し、中古品の仕入が順調に推移

し売上増へ結びついております。オフィス関連商品のトータルコーディネーターを目指し、オフィスの内装造作工

事から通信機器の回線工事、オフィスレイアウト、移転作業まで、中古品を絡めたトータルオフィスの提案を行っ

ております。また、平成18年12月にはフィリピンにＦＣ店を設け現地指導員を派遣し、日本市場では売れない中古

機器の販売を行っております。又、第三者割当増資により平成18年12月142万株(14.1%)を引受けグループ化しまし

た株式会社あさくまは持分法適用会社となり当期1,188千円ののれん代の償却が発生しております。 

  

  

  



以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。 

  

 
  
  



４ 【関係会社の状況】 

  

（注）1.有価証券届出者又は、有価証券報告書を提出している会社はありません。 

2.株式会社ハマケンは債務超過会社であり、債務超過額は338,128千円であります。 

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年４月30日現在 

(注) １．従業員数は就業人員（常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含み常用パートは除い

ております。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．当連結事業年度より、株式会社ハマケンで63名(-) 株式会社テンポハンズで33名(2) 株式会社ビクトリーで８名(69)が

増加しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年４月30日現在 

(注) １．平均年間給与は、基準外賃金と賞与を含んでおります。 

２．従業員数は就業人員（常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含み常用パートは除い

ております。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 資本金 
（百万円） 主要な事業内容

議決権の所有
割合（％） 関係内容 

連結子会社          

株式会社テンポス 
インベストメント 

東京都大田区 30 ファンドの管理・運用 100.0

当社が出資したファンドの管理をしてい

る。 
役員の兼任1名あり。 

連結子会社 

東京都大田区 35 
厨房機器などのリース・

レンタル業務及びその仲

介 
69.2

当社のリース・クレジットの仲介及び取

りまとめをしている。 
役員の兼任1名あり。 
売上高 1,628,498千円 

株式会社テンポス 
ファイナンス 

連結子会社 
横浜市泉区 91 内装工事の請負事業 88.9

役員の兼任2名あり。 
売上高 1,433,266千円 株式会社ハマケン 

連結子会社 
横浜市戸塚区 90 飲食店向け厨房機器販売 100.0 厨房機器の販売株式会社テンポハン

ズ 
連結子会社 

東京都大田区 20 サンドイッチの販売 100.0
加工食品販売
役員の兼任1名あり。 株式会社ビクトリー 

持分法適用関連会社 
東京都千代田区 55 中古事務機器の展示販売 36.6

中古事務機器の展示販売をしている。 
役員の兼任2名あり。 

株式会社オフィス 
バスターズ 
持分法適用関連会社 

名古屋市天白区 1,296 ステーキレストラン経営 14.1 役員の兼任3名あり
株式会社あさくま 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

飲食店向け機器販売事業 350(149) 

内装工事請負事業 63(―) 

リース・クレジット取扱事業 3(―) 

その他の事業 8(69) 

合計 424(218) 

従業員数（人） 平均年令 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

322(147) 43才1ヶ月 2年5ヶ月 3,669,224 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

  

①当期の概況 

当連結会計年度における当社は、単なる「物販店」から「情報とサービスの提供」をし、中小飲食店の支援業務に注力する

ためにＭ＆Ａを積極的に行いました。 

出資先の一つであります名古屋地区を本拠とするステーキの株式会社あさくまは、資金繰りの改善により店舗改装、社員教

育投資などが功を奏し大幅な収益改善（持分法適用関連会社）が図られました。 

また、サンドイッチチェーンの株式会社ビクトリーにおいても一店舗の出店経費を吸収し、黒字化を果たしております。 

前期子会社にしました株式会社テンポスファイナンスは41,232千円の経常利益となったものの所有株式の評価損の計上によ

り17,512千円の当期損失となりました。 

また平成18年６月より子会社にした株式会社ハマケンは収益改善が計画どおりに進まずその結果、売上は伸びたものの

124,294千円の経常損失となりました。 

単体ベースでは平成18年９月札幌すすきの店、同19年４月池袋店をオープンさせ106％と順調な推移を示しております。特に

札幌すすきの店は札幌３店目にも関わらず出店月から黒字で推移するなど280坪と小型店ながらサテライト店としての役割を十

分果たしつつ、大型案件は既存店の在庫品を販売する等連携プレーが出来ています。 

  

②部門別にみた営業概況は次のとおりであります。 

（飲食店向け機器販売事業）              

平成18年５月子会社にしました株式会社テンポハンズは神奈川県下の３店舗を中心に売上490,764千円、経常利益1,641千円

と子会社化以前の赤字体質の脱却が図れました。同社のインターネット事業は当初月商４百万円程度であったものが最近20百

万円を突破、今後更にイス、テーブル、調理道具と取扱い品目を増やし少人数で１店舗分の売上が見込めるまでの成長に期待

できます。当社におきましては、既存店売上7,481,299千円（前期比102.9%）売上総利益2,859,469千円（同103.5％）と粗利の

伸びが大きく前期より1.8％と僅かながら粗利率の改善が見られました。新店舗を平成18年9月札幌すすきの店、平成19年4月池

袋店をオープンいたしました。特に札幌すすきの店は札幌３店目にもかかわらず、出店月から黒字で推移するなど280坪の小型

サテライト店としての役割を十分に果たしつつ、大型案件は既存店の在庫品を販売する等連係プレーが出来ています。 

また、今までのテンポスとは異なった販売をと企画した「反乱軍相模原店」は直販部隊を独立させ新宿店を本拠に８人の陣

容で発足し、売上高92,973千円ながら黒字スタートとすることができました。この結果飲食店向け機器販売事業におきまして

は売上高8,075,571千円、経常利益500,435千円となりました。 

  

（内装工事請負事業） 

平成18年６月子会社にしました株式会社ハマケンは当社が「フードビジネスプロデューサー」を実現する上において、繁盛

する飲食店を作り上げるという重要な位置を占めています。テンポスグループとしての活動により大手飲食店からの受注、当

社の各店舗からの内装工事依頼など受注高におきましては大きな改善があったものの、工事管理体制の再構築ができず売上高

1,433,266千円、経常損失124,294千円となりました。 

  

（リース、クレジット取扱事業） 

株式会社テンポスファイナンスにおきましては営業人員３名体制ながらテンポスグループの強みを生かしつつテンポス各店

からの受注を取りまとめ順調に売上を伸ばしています。更に短期間で営業をあきらめた人から店舗を譲り受け、敷金不用で設

備付の店舗リースを開発し受注いたしました。お客様にとっては設備投資の負担無く店舗が持てる新しいシステムとして多く

の引き合いを頂いております。テンポスグループにとりましても、店舗リースは店舗の内装工事、機器販売、定期メンテナン

スなど付加価値の多い受注につながります。 

この結果売上高は1,628,498千円、経常利益41,232千円を上げることができました。 

  

（その他の事業） 

平成18年９月当社100%子会社である株式会社Ｋが営業譲渡を受け民事再生が認められましたサンドイッチチェーン店は、そ

の後株式会社ビクトリーと社名変更し、平成19年４月西武池袋店改装にあわせ店内に同社が出店できるまでになりました．直

営店９店、ＦＣ４店で売上高179,311千円、経常利益1,641千円を上げることができました。 



  

以上の状況により当事業年度の連結売上高は113億16百万円（前期比45.6％増）、経常利益は4億22百万円（同18.7％減）当

期純利益は1億88百万円（同38.0％減）となりました。 

  

 （２）キャシュ・フロ－の状況 

    当連結会計年度における現金及び現金同等物は８億７２百万円と前年同期と比べ２億４９百万円（40．１％）の増加となり

ました。 

    営業活動によるキャシュ・フロ－は内装工事請負事業である株式会社ハマケンを子会社にしたことなどにより税金等調整前

当期純利益が４億４９百万円と前年同期と比べ１億１５百万円（20.7％）減益になったものの３億３３百万円と前年同期と比

べ１８百万円(5.7％)の増加となりました。 

    投資活動によるキャシュ・フローは、投資有価証券の取得及び短期貸付金の支出等があったため△６億３０百万円と前年同

期と比べ５億１２百万円（432.7％）の減少となりました。 

    財務活動によるキャシュ・フローは短期借入金及び長期借入金の増加がありその結果５億４６百万円となり前連結会計年度

より７億８０百円増加となりました。 

    

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 商品仕入実績 

当連結会計年度の商品の仕入実績を事業の種類別セグメント別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．連結対象の種類別セグメント変更により、前年同期との対比は行っておりません。 

  

(2) 生産状況 

当連結会計年度の製品の生産実績を事業の種類別セグメント別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １．金額は販売価格によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．連結対象の種類別セグメント変更により、前年同期との対比は行っておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度

(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

前年同期比（％） 構成比（％） 

  千円     

飲食店向け機器販売事業 4,087,142 ― 72.4 

内装工事請負事業 419 ― 0 

リース・クレジット取扱事業 1,558,240 ― 27.6 

その他の事業 ― ― ― 

合    計 5,645,801 ― 100.0 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度

(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

前年同期比（％） 構成比（％） 

  千円     

飲食店向け機器販売事業 795,418 ― 36.2 

内装工事請負事業 1,333,518 ― 60.6 

リース・クレジット取扱事業 ― ― ― 

その他の事業 70,567 ― 3.2 

合    計 2,199,503 ― 100.0 



(3) 販売状況 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメント別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．総販売実績に対する割合が100分の10以上に該当する販売先はありません。 

３．飲食店向け機器販売事業（支援サービス、ＦＣ向け製商品供給及び役務収益を除く）における中古品と新品及び新古品の

構成割合を示すと、次のとおりであります。 

中古品 24.7％  新品75.3％ 

４．連結対象の種類別セグメント変更により、前年同期との対比は行っておりません。 

  

  

  

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度

(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

前年同期比（％） 構成比（％） 

  千円     

飲食店向け機器販売事業 8,075,571 ― 71.3 

内装工事請負事業 1,433,266 ― 12.7 

リース・クレジット取扱事業 1,628,498 ― 14.4 

その他の事業 179,311 ― 1.6 

合    計 11,316,646 ― 100.0 



３ 【対処すべき課題】 

当連結会計年度から開始しましたＭ＆Ａおよび投資による本業への波及効果が少なく、人的な投入の割に売上、利益への寄与

が余りありませんでした。 

また、本業の物販店舗が飲食店に対して専門性が低くお客様の相談にのれる状況ではありませんでした。 

以上の状況を踏まえて以下の諸点について早急に取り組んでまいります。 

  

①商品別専門家を作る。 

新品の仕入は各店舗の担当者がそれぞれの判断で行なっておりました。また、仕入担当の教育をする者もおらず各部門の専

門家として自立し、提案営業への移行ができずにいました。 

今期は初めて食器、調理道具、厨房機器の三部門に専任のＭＤ（マーチャンダイザー）を本社に置き指定商品の選定、仕入

交渉、メーカー指定等仕入の指導等により仕入原価の引下げ２％を目標とし、更に各店舗へ直接指導に廻り店舗レベルでの専

門性をアップをし、提案営業の出来る体制作りに努めます。 

  

② スーパーバイザー（ＳＶ）の能力アップに努め、既存店前年割れ店舗の集中てこ入れを行なう。 

今まで月１回ＳＶ会議とトレーニングを兼ねて１日使っておりましたが効果（ＳＶの能力アップ）には疑問がありました。Ｓ

Ｖには優秀な店長を任命して他店の指導にあたっていましたが５店舗も担当させると１店舗あたりの密度が希薄化し、役に立

っているか判断がつきませんでした。 

  

役に立つＳＶをつくる。そのため 

(イ) エネルギーのある人を選任する。（今までは実績を上げた店長の中から選んでいた。） 

(ロ) 人を使えるようにする。 

 ⅰ 他人の気持ちをつかめるようにする。 

 ⅱ 目標に向かって強いリーダーシップを発揮できるようにする。 

   そのために自分、店長、店員の個性の把握のトレーニングをする。 

ⅲ 目標を従業員に明確に伝える。 

(ハ) 数字、状態を分析して手を打つ。 

ＳＶを(イ)(ロ)を中心に訓練し、(ハ)は本部指示とする。 

  

③ 直販部、情報館、不動産部の３部門で直販のセールスマンを２倍の44名体制とする。 

店を構えて中古品を揃えておけば売上は伸びていましたが、この３年、外に売りに出る体制が伴わないと既存店売上の伸

びが期待できなくなっております。 

そのために直販社員を増強してきましたがやっと３部門22名（全部門黒字）の体制が出来てきましたが、今期は、一気に

２倍に増強し、かって森下代表取締役社長が（東芝テック株式会社時代）飛び込みセールスマンとして３期連続日本一の実

績があった経験を生かし、週１回のセールスマネージャー道場を開校し、短期間に闘うセールス軍団を作り上げます。これ

により既存店および直販部門の売上の伸びを来期は５％、再来期は20％押し上げることが出来ると考えております。 

  

④ Ｍ＆Ａや投資をして来たが本業への寄与が少ない。 

この１年間はテンポス流経営が他社で活用できるのかのお試し期間的な考えでありましたが「株式会社あさくま」、「株

式会社ビクトリー」等立て直しに自信を持つ事ができました。 

  今期はＭ＆Ａを増やし内装、物販等本業に大きく寄与させると共に、Ｍ＆Ａ先の財務改善による連結の収益改善を導くこと

が可能となってまいりました。 

  

⑤ 社員の考え方のブレをさせないようにする。 

Ｍ＆Ａや本業売上アップによる中途採用社員の増加が著しく、テンポス精神を徹底させるためにまともな人間集団を維持

すべく社長自ら個人面談、集団による講義を増やしていきます。 

  

   ⑥ 株式会社ハマケンの受注管理体制の確立 

     テンポスグループ化による受注増により黒字化を目指したものの、赤字体質の脱却ができませんでした。 

そのため新体制として森下篤史代表取締役社長を総指揮者とし個人面談をした上で、営業本部長、管理部長を当社より派遣

し、管理体制の再構築に努めます。 

     また、新営業所を当社池袋店、川崎店、東大阪店内に作り経費の少ない全国受注体制を作り上げます。 

  

４ 【事業等のリスク】 

①Ｍ＆Ａによる投資先の経営の悪化について 



当社におきまして、当期は積極的にＭ＆Ａを進めております。これは単なる中古厨房の機器販売会社から、「情報とサービ

スの提供」を行う「フードビジネスプロデューサー」への一環として、株式会社お助け隊による支援業務を生かし、投資先の

業務改善、収益改善を目指すものであり、その上で投資の回収を図り、改善に伴い行われる設備投資を受注することによる、

当社の販売に結びつけることを目的の一つとしているものであります。 

しかしながら、当社の情報及びグループ力を生かせなかった場合、投資先の収益改善の遅れ等が発生し、連結決算の業績見

通しに影響を及ぼす可能性があります。 

  

② 人材の確保及び育成について 

当グループが積極的な出店や新規事業の開発を継続し、事業計画を推進するためには、人材の確保と教育が重要な課題の一

つであると認識しております。当グループといたしましては、新卒及び中途採用の両面から積極的に優秀な人材の確保を進め

ております。また従業員に対しては、リッチマン５５５作戦などのインセンティブを導入することにより、モラルの向上を促

すと共に、研修・訓練プログラムの充実、新規出店時における専門スタッフによる現地指導などで対応を図っております。 

しかしながら、人材の確保や既存社員の育成のスピードが出店スピードに追いつかない場合には、新店舗や新規事業の黒字

化が遅れることが予想され、業績見通しに影響を及ぼす可能性があります。 

  

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

 当社のフランチャイズ契約 

  

(注) １．上記については、加盟金並びにロイヤリティとして売上高または粗利高の一定率を受け取っております。 

２．契約期間については、いずれかによる意思表示がない場合、金沢店、高松店、倉敷店については３年毎、富山店、和歌山

店については５年毎に自動更新されます。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度における財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

(1) 財政状態の分析 

(流動資産) 

当連結会計年度における流動資産の残高は2,678,541千円となりました。主に、現金及び預金が249,728千円増加し、またた

な卸資産が150,653千円増加いたしました。 

(固定資産) 

当連結会計年度における固定資産の残高は2,213,902千円となりました。主に、建物及び構築物、土地等有形固定資産の増

加が348,475千円及びのれんの無形固定資産の増加が461,900千円、ならびに投資有価証券、関係会社株式等の投資その他の資

産が783,739千円増加しました。 

(流動負債) 

当連結会計年度における流動負債の残高は2,101,573千円となりました。主に、支払手形及び買掛金800,146千円、未払法人

税等141,549千円、賞与引当金125,580千円であります。 

(固定負債) 

当連結会計年度末日における固定負債の残高は839,087千円となりました。長期借入金643,260千円及び長期未払金174,266

千円、並びに預り保証金21,560千円であります。 

(純資産) 

当連結会計年度における純資産の残高は1,951,783千円となりました。主に、資本金509,125千円、資本剰余金472,125千

円、利益剰余金1,332,432千円、自己株式550,301千円であります。 

  

  

  

(2) 経営成績の分析 

(売上高) 

当連結会計年度における売上高は11,316,646千円となりました。既存店舗（情報館含む）の伸長率が2.9%と、POSレジ等情報機

器の伸びが大きくなっております。 

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

株式会社テンポスバスター
ズ北陸 
（テンポス福井店） 

日本 
厨房機器・イス・テーブ
ル・食器・調理道具など
の店舗用品全般 

厨房用設備・調理用小
物・店舗用備品の卸及
び販売・運営指導 

平成16年６月１日から
平成21年５月31日まで 

株式会社テンポスバスター
ズ北陸 
（テンポス金沢店） 

日本 
厨房機器・イス・テーブ
ル・食器・調理道具など
の店舗用品全般 

厨房用設備・調理用小
物・店舗用備品の卸及
び販売・運営指導 

平成17年11月１日から
平成20年10月31日まで 

株式会社ＣＮＴ 
（テンポス高松店） 

日本 
厨房機器・イス・テーブ
ル・食器・調理道具など
の店舗用品全般 

厨房用設備・調理用小
物・店舗用備品の卸及
び販売・運営指導 

平成18年５月10日から
平成21年５月９日まで 

株式会社ＣＮＴ 
（テンポス倉敷店） 

日本 
厨房機器・イス・テーブ
ル・食器・調理道具など
の店舗用品全般 

厨房用設備・調理用小
物・店舗用備品の卸及
び販売・運営指導 

平成17年８月１日から
平成20年７月31日まで 

株式会社テンポスバスター
ズ北陸 
（テンポス富山店） 

日本 
厨房機器・イス・テーブ
ル・食器・調理道具など
の店舗用品全般 

厨房用設備・調理用小
物・店舗用備品の卸及
び販売・運営指導 

平成17年２月15日から
平成22年２月14日まで 

有限会社アールイー 
（テンポス和歌山店） 

日本 
厨房機器・イス・テーブ
ル・食器・調理道具など
の店舗用品全般 

厨房用設備・調理用小
物・店舗用備品の卸及
び販売・運営指導 

平成18年１月11日から
平成23年１月10日まで 



  

(売上総利益) 

当連結会計年度における売上総利益は3,618,725千円となりました。内装工事請負事事業である株式会社ハマケンを子会社にし

たことにより売上総利益率は減少しております。 

  

(販売費及び一般管理費) 

当連結会計年度における販売費及び一般管理費は3,216,171千円となりました。これは新規出店に備えるための中途採用者の増

加による人件費の増加が主な要因であります。 

  

(営業利益) 

当連結会計年度における営業利益は402,553千円となりました。売上高営業利益率は3.6％となりました。 

  

(営業外損益) 

当連結会計年度における営業外損益は20,045千円となりました。持分法による投資利益は11,677千円であります。 

  

(経常利益) 

当連結会計年度における経常利益は422,598千円となりました。売上高経常利益率は3.7％となりました。 

  

(特別損益) 

当連結会計年度における特別損益は22,338千円となりました。これは特別利益分は投資有価証券売却益37,147千円と賞与引当

金戻入15,038千円と、その他特別利益13,877千円で、特別損失分は投資有価証券評価損27,380千円、貸倒引当金繰入12,924千円

と、その他特別損失3,418千円であります。 

  

（税金等調整前当期純利益） 

当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は444,937千円となり、前連結会計年度より115,850千円減少いたしました。 

  

（当期純利益） 

 当連結会計年度の当期純利益は、188,325千円となり前連結会計年度より115,261千円減少いたしました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、872,780千円となりました。 

当連結会計年度中における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において営業活動の結果獲得した資金は333,328千円となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益

444,937千円に対し、売上債権161,796千円、たな卸資産が105,594千円や法人税等支払額367,084千円によるものなどでありま

す。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において投資活動の結果調達した資金は△630,467千円となりました。これは主に、投資有価証券の取得

528,688千円、短期貸付金497,782千円を行ったことによるものなどであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において財務活動の結果調達した資金は546,867千円となりました。これは主に、短期借入金の収入1,443,000

千円及び長期借入金の返済1,154,402千円ならびに配当金22,540千円などによるものであります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における設備投資につきましては、新規開設店舗として平成18年９月に「札幌すすきの店」を開店

し、その投資額は651千円。また、平成19年４月に「池袋店」を開店し、その投資額は16,648千円となりました。その

結果、当連結会計年度の投資額は17,299千円（資金・保証金を含む）となりました。なお、重要な設備の除却または

売却はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年４月30日現在における本社及び各店舗の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおりであり

ます。 

  

  

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの

名称 

設備の 
内容 

帳簿価額 
従業員数
（人） 建物

（千円） 
車両運搬具
（千円） 

工具、器具
及び備品 
（千円） 

合計 
（千円） 

飲食事業者向け事業           

川口Ａ・Ｂ・Ｃ館 
（埼玉県川口市） 

飲食店向け 
機器販売事業

販売設備 
再生設備 

5,213 20 149 5,383 11(10)

川口Ｄ館（買取センター) 
（埼玉県川口市） 

飲食店向け 
機器販売事業

再生設備 1,395 168 ― 1,564 9(10)

東大阪店 
（大阪府東大阪市） 

飲食店向け 
機器販売事業

販売設備 
再生設備 

3,646 75 ― 3,722 9(3)

川崎店 
（川崎市川崎区） 

飲食店向け 
機器販売事業

販売設備 
再生設備 

1,503 ― ― 1,503 17(5)

戸塚買取センター 
（横浜市戸塚区） 

飲食店向け 
機器販売事業

再生設備 1,843 167 ― 2,011 8(4)

幕張店 
（千葉県習志野市） 

飲食店向け 
機器販売事業

販売設備 
再生設備 

169 228 38 436 7(5)

福岡店 
（福岡市東区） 

飲食店向け 
機器販売事業

販売設備 
再生設備 

429 441 ― 870 13(9)

熊本店 
（熊本県熊本市） 

飲食店向け 
機器販売事業

販売設備 
再生設備 

1,474 251 ― 1,725 9(3)

立川店 
（東京都立川市） 

飲食店向け 
機器販売事業

販売設備 
再生設備 

187 12 ― 200 7(1)

西宮店 
（兵庫県西宮市） 

飲食店向け 
機器販売事業

販売設備 
再生設備 

2,337 15 ― 2,352 9(4)

札幌白石店 
（札幌市白石区） 

飲食店向け 
機器販売事業

販売設備 
再生設備 

1,636 389 ― 2,025 9(4)

新宿店 
（東京都新宿区） 

飲食店向け 
機器販売事業

販売設備 
再生設備 

1,675 65 ― 1,740 23(17)

仙台店 
（仙台市若林区） 

飲食店向け 
機器販売事業

販売設備 
再生設備 

2,506 17 ― 2,524 6(2)

春日井店 
（愛知県春日井市） 

飲食店向け 
機器販売事業

販売設備 
再生設備 

1,367 29 ― 1,396 8(3)

新潟店 
（新潟県新潟市） 

飲食店向け 
機器販売事業

販売設備 
再生設備 

121 ― ― 121 6(3)



  

事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の 
内容 

帳簿価額 
従業員数
（人） 建物

（千円） 
車両運搬具
（千円） 

工具、器具
及び備品 
（千円） 

合計 
（千円） 

鳩ヶ谷家具専門館 
（埼玉県鳩ヶ谷市） 

飲食店向け 
機器販売事

業 

販売設備 
再生設備 

1,005 ― 25 1,030 4(3)

大宮店 
（さいたま市北区） 

飲食店向け 
機器販売事

業 

販売設備 
再生設備 

244 12 ― 256 7(4)

札幌宮の沢店 
（札幌市西区） 

飲食店向け 
機器販売事

業 

販売設備 
再生設備 

277 10 ― 287 4(4)

千葉店 
（千葉市中央区） 

飲食店向け 
機器販売事

業 

販売設備 
再生設備 

1,361 41 ― 1,402 6(2)

一宮店 
（愛知県一宮市） 

飲食店向け 
機器販売事

業 

販売設備 
再生設備 

1,125 ― ― 1,125 3(4)

広島西店 
（広島市西区） 

飲食店向け 
機器販売事

業 

販売設備 
再生設備 

1,044 49 ― 1,093 4(5)

八王子店 
（東京都八王子市） 

飲食店向け 
機器販売事

業 

販売設備 
再生設備 

259 ― ― 259 9(2)

浜松店 
（静岡県浜松市） 

飲食店向け 
機器販売事

業 

販売設備 
再生設備 

1,063 47 ― 1,110 3(3)

郡山店 
（福島県郡山市） 

飲食店向け 
機器販売事

業 

販売設備 
再生設備 

915 10 ― 925 4(5)

京都店 
（京都市伏見区） 

飲食店向け 
機器販売事

業 

販売設備 
再生設備 

1,808 16 ― 1,824 9(6)

新宿買取センター 
（東京都新宿区） 

飲食店向け 
機器販売事

業 
再生設備 ― 13 ― 13 4(-)

小倉店 
（北九州市小倉北区） 

飲食店向け 
機器販売事

業 

販売設備 
再生設備 

161 225 ― 387 6(3)

反乱軍相模原店 
（神奈川県相模原市） 

飲食店向け 
機器販売事

業 

販売設備 
再生設備 

588 ― 124 713 5(-)

松山店 
（愛媛県松山市） 

飲食店向け 
機器販売事

業 

販売設備 
再生設備 

331 19 ― 350 6(3)

堺店 
（大阪府堺市） 

飲食店向け 
機器販売事

業 

販売設備 
再生設備 

919 ― ― 919 5(2)

千葉買取センター 
（千葉市中央区） 

飲食店向け 
機器販売事

業 
再生設備 ― ― ― ― 2(7)

名古屋西店 
（名古屋市西区） 

飲食店向け 
機器販売事

業 

販売設備 
再生設備 

3,669 ― 22 3,691 5(-)

名古屋中川店 
（名古屋市中川区） 

飲食店向け 
機器販売事

業 

販売設備 
再生設備 

1,113 ― 30 1,144 5(-)

大阪買取センター 
（大阪府東大阪市） 

飲食店向け 
機器販売事

業 
再生設備 ― ― ― ― -(3)

名古屋千種店 
（名古屋市千種区） 

飲食店向け 
機器販売事

業 

販売設備 
再生設備 

1,989 ― ― 1,989 5(1)

すすきの店 
（札幌市中央区） 

飲食店向け 
機器販売事

業 

販売設備 
再生設備 

561 ― ― 561 2(1)

池袋店 
（東京都板橋区） 

飲食店向け 
機器販売事

業 

販売設備 
再生設備 

1,160 ― ― 1,160 5(-)

外販事業部 
（東京都新宿区） 

飲食店向け 
機器販売事

業 

販売設備 
再生設備 

― ― ― ― 9(-)

飲食店向け 



(注) １．上記金額には、消費税等は含んでおりません。 

２．投下資本の金額は、有形固定資産の帳簿価額であります。 

３．従業員数欄の（ ）内には、外書で臨時従業員数を記載しております。 

４．全店舗及び本社の不動産物件は全て賃借（リース設備を含む）によるものであり、上記には含まれておりません。なお、

その年間賃借料は747,310千円であります。 

その他（店舗開発事業部） 
（東京都大田区） 

機器販売事
業 

販売設備 ― ― ― ― 4(2)

その他（情報館） 
（東京都大田区） 

飲食店向け 
機器販売事

業 
販売設備 376 ― 15,538 15,914 16(2)

飲食店向け機器販売事業計 45,487 2,326 15,928 63,743 
 

283(145)
本社 
（東京都大田区） 

― 管理設備 ― 11 381 393 39(2)

合計 45,487 2,338 16,310 64,136 322(147)



(2) 国内子会社 

  

(注) １．従業員数欄の（ ）内には、外書で臨時従業員数を記載しております。 

２．上記子会社のうち株式会社テンポスファイナンスは、当社本社の一部を賃借しております。 

  

(3) 在外子会社 

該当事項はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設計画 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な改修計画 

該当事項はありません。 

  

(3) 重要な設備の除却計画 

該当事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

事業部門の 
名称 

設備の 
内容 

帳簿価額 
従業員数
（人） 建物

（千円） 
車両運搬具
（千円） 

工具、器具
及び備品 
（千円） 

合計 
（千円） 

株式会社テンポハンズ 
（横浜市戸塚区） 

飲食店 
向け機器 
販売事業 

店舗設備 36,867 292 1,766 38,925 33(2 )

株式会社ハマケン 
（横浜市泉区） 

内装工事 
請負事業 

本社設備 101,961 1,095 3,333 106,390 63(-)

株式会社テンポスファイナ
ンス 
（東京都大田区） 

リース・ク
レジット 
取扱事業 

店舗設備 10,757 ― 3,405 14,162 3(-) 

株式会社ビクトリー 
（東京都大田区） 

その他の 
事業 

店舗設備 17,435 ― 3,474 20,909 8(69) 

株式会社テンポスインベス
トメント 
（東京都大田区） 

その他の 
事業 

― ― ― ― ―  ―(-) 

合計 167,020 1,387 11,978 180,386 107(71)



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 190,000 

計 190,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年４月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年７月30日)

上場証券取引所名または
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 47,716 47,716 ジャスダック証券取引所 ― 

計 47,716 47,716 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成15年７月29日第11回定時株主総会決議 

  

  

  
事業年度末現在

（平成19年４月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年６月30日） 

新株予約権の数（個） 4 同  左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同  左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） ４ 同  左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき  173,000 同  左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月30日
至 平成20年７月29日 

同  左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  173,000
資本組入額  86,500 

同  左 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受け
た 者（以 下「新 株 予 約 権
者」という）は、権利行使
時において当社または当社
子会社の取締役、監査役、
従業員であることを要す
る。ただし、任期満了に伴
う退任、定年退職、関係会
社出向他、当社取締役会が
正当な理由があると認めた
場合はこの限りではない。 

② 新株予約権者が新株予約
権の権利行使期間到来後に
死亡した場合、その相続人
は、本新株予約権を相続す
ることができる。 

③ 新株予約権の質入その他
一切の処分は認めないもの
とする。 

④ その他の条件について
は、本総会決議及び新株予
約権発行の取締役会決議に
基づき、当社と新株予約権
者との間で締結する新株予
約権割当契約に定めるとこ
ろによる。 

同  左 



  

  

  
事業年度末現在

（平成19年４月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年６月30日） 

新株予約権の消却の事由及び条件 

① 当社が消滅会社となる合
併契約書承認の議案が当社
株主総会で承認された場
合、当社が完全子会社とな
る株式交換契約書承認の議
案もしくは株式移転の議案
につき当社株主総会で承認
された場合は、当社は新株
予約権を無償にて消却する
ことができる。 

② 新株予約権者が、新株予
約権の行使の条件に該当し
なくなった場合、新株予約
権者が新株予約権の全部ま
たは一部を放棄した場合
は、当社は当該新株予約権
を無償にて消却することが
できる。 

同  左 

新株予約権の譲渡制限 
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。 

同  左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 



② 平成17年７月28日第13回定時株主総会決議 

  

  

  
事業年度末現在

（平成19年４月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年６月30日） 

新株予約権の数 840個 同  左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同  左 

新株予約権の目的となる株式の数 840株 同  左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき  360,000 同  左 

新株予約権の行使期間 
自 平成21年７月29日
至 平成24年７月28日 

同  左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  360,000
資本組入額 180,000 

同  左 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受け
た 者（以 下「新 株 予 約 権
者」という）は、権利行使
時において当社または当社
子会社の取締役、監査役、
従業員であることを要す
る。ただし、任期満了に伴
う退任、定年退職、関係会
社出向他、当社取締役会が
正当な理由があると認めた
場合はこの限りではない。 

② 新株予約権者が新株予約
権の権利行使期間到来後に
死亡した場合、その相続人
は、本新株予約権を相続す
ることができる。 

③ 新株予約権の質入その他
一切の処分は認めないもの
とする。 

④ その他の条件について
は、本総会決議及び新株予
約権発行の取締役会決議に
基づき、当社と新株予約権
者との間で締結する新株予
約権割当契約に定めるとこ
ろによる。 

同  左 



  

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

  発行株数     1,000株 

  発行価格    300,000円 

  資本組入額   85,000円 

  払込金総額  282,000千円 

２．株式分割（1：2） 

３．株式分割（1：2） 

  

  

  

  

  

  

  

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年４月30日現在 

  
事業年度末現在

（平成19年４月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年６月30日） 

新株予約権の消却の事由及び条件 

① 当社が消滅会社となる合
併契約書承認の議案が当社
株主総会で承認された場
合、当社が完全子会社とな
る株式交換契約書承認の議
案もしくは株式移転の議案
につき当社株主総会で承認
された場合は、当社は新株
予約権を無償にて消却する
ことができる。 

② 新株予約権者が、新株予
約権の行使の条件に該当し
なくなった場合、新株予約
権者が新株予約権の全部ま
たは一部を放棄した場合
は、当社は当該新株予約権
を無償にて消却することが
できる。 

同  左 

新株予約権の譲渡制限 
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。 

同  左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 

（千円） 
平成14年12月10日 

（注）１ 
1,000 11,929 85,000 509,125 197,000 472,125

平成15年６月20日 
（注）２ 

11,929 23,858 ― 509,125 ― 472,125

平成16年６月18日 
（注）３ 

23,858 47,716 ― 509,125 ― 472,125

区分 

株式の状況 

単元未満株
式の状況 政府及び 



(注) １．自己株式2,536株は、「個人その他」に含めて記載しております。 

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が15株含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年４月30日現在 

(注) 当社は自己株式を2,536株、株式会社テンポスファイナンスは当社株式を600株保有しておりますが、議決権 

がないため、上記の大株主から除外しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年４月30日現在 

地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

(株) 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

       ― 7 6 33 1 ― 2,337 2,384 ―

所有株式数 
(株) 

       ― 2,069 175 17,153 8 ― 28,311 47,716 ―

所有株式数 
の割合(％) 

       ― 4.33 0.37 35.95 0.02 ― 59.33 100.00 ―

氏名または名称 住所
所有株式数

(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％） 

有限会社あさしお 東京都大田区田園調布三丁目12番８号 13,212 27.69 

森下篤史 東京都大田区 9,600 20.12 

日興シティ信託銀行株式会社(信託口) 東京都品川区東品川二丁目３番14号 1,601 3.34 

森下壮人 東京都大田区 1,596 3.34 

森下暁子 東京都大田区 1,572 3.29 

長谷川朋子 千葉県市川市 1,572 3.29 

株式会社マルゼン 東京都台東区根岸二丁目19番18号 1,200 2.51 

福島工業株式会社 大阪市西淀川区御幣島三丁目16番11号 1,200 2.51 

テンポスバスターズ従業員持株会 東京都大田区東蒲田二丁目30番17号 607 1.27

NISグループ株式会社 東京都新宿区西新宿一丁目６番１号 496 1.04 

計 ― 32,656 68.44 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 



(注) 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が15株含まれております。また、「議決権の数」の

欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個が含まれております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

② 【自己保有株式等】 

平成19年４月30日現在 

  

  

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

(自己保有株式） 
普通株式 

2,536 
(相互保有株式) 
普通株式 

600 

― ― 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

44,580 44,580 
― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 47,716 ― ― 

総株主の議決権 ― 44,580 ― 

所有者の氏名 
または名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合（％）

（自己保有株式） 
株式会社テンポス 

バスターズ 
（相互保有株式） 
株式会社テンポス 
ファイナンス 

東京都大田区東蒲田二丁目
30番17号 
  
東京都大田区東蒲田二丁目
30番７号 

2,536
  

600 
―

2,536 
  

600 

 
5.31 

  
1.26 

  

計 ― 3,136 ― 3,136 6.57 



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の業績向上に対する意欲や士気を一層高めるととも

に、人材育成、企業価値の増大を図ることを目的とし、当社の取締役、監査役及び従業員に対して特に有利な条件

をもって新株予約権を発行するものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  



(平成15年７月29日第11回定時株主総会決議) 

  

(注) １．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる

調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整に

より１株未満の端数が生じる場合はこれを切り捨てる。 
  

  
  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を行い完

全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２．新株予約権の行使の条件 

 ① 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という）は、権利行使時において当社または当社子会社の取締

役、監査役、従業員であることを要する。ただし、任期満了に伴う退任、定年退職、関係会社出向他、当社取締役会が

正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。 

 ② 新株予約権者が新株予約権の権利行使期間到来後に死亡した場合、その相続人は、本新株予約権を相続することができ

る。 

 ③ 新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。 

 ④ その他の条件については、定時株主総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間

で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。 

決議年月日 平成15年７月29日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） ４ （注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき  173,000  

新株予約権の行使期間 平成17年７月30日から平成20年７月29日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項      ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

     ― 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率



(平成17年７月28日第13回定時株主総会決議) 

  

(注) １．付与対象者の区分及び人数の詳細は、当社定時株主総会後の取締役会で決議いたします。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる

調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整に

より１株未満の端数が生じる場合はこれを切り捨てる。 
  

  
  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を行い完

全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

３．新株予約権の行使の条件 

 ① 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という）は、権利行使時において当社または当社子会社の取締

役、監査役、従業員であることを要する。ただし、任期満了に伴う退任、定年退職、関係会社出向他、当社取締役会が

正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。 

 ② 新株予約権者が新株予約権の権利行使期間到来後に死亡した場合、その相続人は、本新株予約権を相続することができ

る。 

 ③ 新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。 

 ④ その他の条件については、定時株主総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間

で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。 

なお、平成16年７月28日開催の第12回定時株主総会において決議されたストックオプションについては、平成17年６

月13日開催の取締役会において新株予約権発行中止の決議をしております。 
  

決議年月日 平成17年７月28日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役、監査役及び従業員（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 840株（注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株につき360,000 

新株予約権の行使期間 平成21年７月29日から平成24年７月28日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項     ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

    ― 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
取得の事由  会社法第155条第三号によるものです。 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

  

（注） 当期間における取得自己株式には、平成19年7月1日から有価証券報告書提出日までの株式の買取による株式数は含めており

ません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

【株式の種類等】 普通株式 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成19年3月30日）での決議状況 
(取得期間 平成19年4月2日～平成19年7月20日) 

2,000 200,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 2,369 405,776,000 

当事業年度における取得自己株式 167 16,125,400 

残存決議株式の総数及び価額の総額 1,833 183,874,600 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 91.7 91.9 

当期間における取得自己株式 110 10,864,100 

提出日現在の未行使割合（％） 86.2 86.5 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

(円) 
株式数（株）

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他（ ― ） ― ― ― ― 

保有自己株式数 2,536 ― 2,646 ― 



３ 【配当政策】 

当社の剰余金の配当は、期末配当の年1回を基本的な方針としております。 

配当の決定機関は、期末配当は取締役会であります。なお、基準日を定めて剰余金の配当をすることができ、中間配当の基

準日は毎年10月31日といたしております。 

当事業年度は１株当たり100円の増配となる600円の配当を実施することを予定しております。 

中期的なスタンスとしましては、配当を押さえ設備投資資金を潤沢にすることを第一と考えております。 

そのため内部留保に努め、余剰資金で新規出店や新規事業開発などを行い、シェアを獲得することが最大級株主への還元で

あると考えております。 

  

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) １．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業協会の公

表のものであります。なお、第13期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表のものであります。

２．□印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

決議年月日 配当金の総額 

（千円） 

１株当たりの配当額 

（円） 

平成１９年６月２５日 

取締役会決議 

  

２７，１０８ 

  

６００ 

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成15年４月 平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月 平成19年４月 

最高（円） 
860,000

□439,000 
975,000

□414,000 
203,000

※339,000 
217,000 157,000 

最低（円） 
340,000

□360,000 
251,000

□322,000 
155,000

※194,000 
145,000 93,200 

月別 平成18年11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 

最高（円） 134,000 135,000 133,000 126,000 121,000 102,000 

最低（円） 117,000 119,000 120,000 117,000 98,000 93,200 



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株
式数 
(株) 

代表 
取締役 
社長 

  森下 篤史 昭和22年２月13日生 

昭和46年４月 

昭和58年６月 

平成４年５月 

平成９年４月 

平成９年11月 

平成11年10月 

  

平成12年２月 

平成17年９月 

  

平成18年１月 

平成18年３月 

  

平成18年５月 

平成18年９月 

平成18年12月 

東京電気株式会社入社 

共同精工株式会社設立代表取締役 

当社設立取締役 

当社代表取締役 

当社代表取締役社長（現任） 

株式会社てんぽす・きっず設立代表取

締役 

株式会社キョウドウ取締役 

株式会社テンポスインベストメント代

表取締役（現任） 

株式会社お助け隊代表取締役（現任） 

株式会社クリエイティブアルファ 

取締役（現任） 

株式会社Ａ代表取締役（現任） 

株式会社ビクトリー取締役（現任） 

株式会社あさくま取締役（現任） 

(注)5 9,600

取締役 建装部長 川原 史敬 昭和28年５月９日生 

昭和60年４月 

平成元年２月 
平成４年６月 

平成12年７月 
平成14年１月 

平成15年５月 
  

平成16年２月 
平成16年７月 

  
  

平成16年８月 
平成18年４月 

平成19年７月 

永瀬税務会計事務所入所 

株式会社筑波産商社長室長 
株式会社メンテック代表取締役 

当社取締役建装部長 
当社取締役フードビジネス事業部長 

株式会社オフィスバスターズ取締役

（現任） 

当社取締役営業本部長 
株式会社シーアンドシー・プロ取締役 

株式会社メンテック代表取締役（現

任） 

株式会社ＲＯＩ取締役（現任） 
株式会社ハマケン取締役（現任） 

当社取締役建装部長（現任） 

(注)5 10

取締役 管理部長 森下 和光 昭和24年３月３日生 

昭和48年４月 
昭和62年３月 

平成10年６月 
平成11年５月 

平成12年６月 
  

平成12年７月 
平成13年７月 

平成18年４月 
平成18年７月 

  
平成18年９月 

平成18年12月 

サンテレホン株式会社入社 
共同精工株式会社入社 

当社入社 
当社幕張店長 

当社営業本部長 
株式会社キョウドウ取締役 

当社取締役商品部長 
当社取締役管理部長（現任） 

株式会社ハマケン取締役（現任） 
株式会社テンポスファイナンス代表取

締役（現任） 
株式会社ビクトリー取締役（現任） 

株式会社あさくま取締役（現任） 

(注)5 387

取締役 再生事業 
部長 阿部 孝善 昭和38年10月４日生 

昭和59年２月 

平成９年３月 

平成10年11月 

平成11年12月 

平成12年７月 

平成14年３月 

平成14年７月 

平成14年10月 

  

平成15年５月 

  

平成16年８月 

平成18年６月 

共同精工株式会社入社 

当社入社 

当社川口Ｄ館店長 

当社川崎店長 

当社取締役川崎店長 

当社取締役エリアマネージャー 

当社取締役新宿店長 

当社取締役エリアマネージャー兼川口

Ｄ館店長 

株式会社オフィスバスターズ取締役

（現任） 

当社取締役再生事業部長（現任） 

株式会社テンポハンズ商品管理センタ

ー長 

(注)5 95



  

(注) １．取締役管理部長森下 和光は、代表取締役社長森下 篤史の実弟であります。 

２．東京電気株式会社、テック電子株式会社は合併等により現在東芝テック株式会社に社名変更しております。 

３．共同精工株式会社は、平成元年７月に株式会社キョウドウに社名変更しております。 

４．常勤監査役桶谷 吉隆、監査役青木 和彦及び監査役天野 太郎は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

５・取締役の任期は平成19年4月期にかかる定時株主総会終結の時から、平成20年4月期にかかる定時株主総会の終結の時まで

であります。 

６．監査役の任期は平成19年4月期にかかる定時株主総会終結の時から、平成23年4月期にかかる定時株主総会の終結の時まで

であります。 

７．株式会社てんぽす・きっずは、平成15年10月に株式会社テンポスファイナンスに社名変更しております。 

８．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。執行役員は

５名で、建装部長川原 史敬、管理部長森下 和光、再生事業部長阿部 孝善、営業本部長柏野 建人、情報館部長田畑

克明で構成されております。 

９．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１名を選任

しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

  

（注）補欠監査役の任期は、就任した時から選任した監査役の任期の満了の時までであります。 

  

  

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、株主をはじめとする多様なステークホルダーの利益を尊重し、利害関係を調整しつつ収益を上げ、企業価値を継続

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株
式数 
(株) 

取締役 営業本部長 柏野 建人 昭和22年11月26日生 

昭和45年４月 

昭和55年５月 

昭和58年３月 

平成２年４月 

平成５年８月 

平成11年２月 

  

平成14年５月 

平成15年６月 

平成16年２月 

平成16年９月 

平成16年12月 

平成17年７月 

  

平成19年７月 

株式会社ダイエー入社 

同社スーパーバイザー 

同社東北事業本部商品部課長 

同社Ｄマート商品部次長 

同社ＳＶ本部シニアスーパーバイザー 

同社ハイパー事業本部商品部チームリ

ーダー 

株式会社ダイエー退社 

当社入社 

当社川崎店長 

当社エリアマネージャー 

当社スーパーバイザー 

当社執行役員スーパーバーザー 

（現任） 

当社取締役営業本部長（現任） 

(注)5 2

常勤 
監査役   桶谷 吉隆 昭和21年１月19日生 

昭和47年４月 
平成元年５月 

平成14年１月 
  

平成18年７月 

日本ゼオン株式会社入社 
ゼオンメディカル株式会社管理部長 

ゼオンポリミックス株式会社経営管理

室長 

当社常勤監査役（現任） 

(注)6 5

監査役   青木 和彦 昭和８年８月17日生 

昭和31年４月 
昭和59年４月 

昭和62年６月 
平成元年６月 

平成14年３月 
平成19年９月 

東京電気株式会社入社 
同社財務部副部長 

テック電子株式会社常勤監査役 
同社取締役総務部長兼社長室長 

当社常勤監査役 
当社監査役（現任） 

(注)6 7

監査役   天野 太郎 昭和45年７月７日生 

昭和５年４月 

平成14年６月 

平成15年６月 

  

平成19年７月 

丸紅株式会社入社 

株式会社アトラ代表取締役（現任） 

株式会社オフイスバスターズ代表取締

役（現任） 

当社監査役（現任） 

(注)6 ―

計 10,106

  氏名 生年月日 略歴
注 

所有株 
式数 
(株) 

  平間 律子 昭和31年２月25日生 平成10年７月 ベースシステム株式会社代表取締役副社長（現任） ― 



的に高めることを目指しています。その実現のために、コーポレート・ガバナンス（企業統治）を通じ効率的かつ健全な企

業経営を可能にするシステムを構築する努力を続けます。また、内部統制システムを整備することにより、各機関・社内組織

の機能と役割分担を明確にして迅速な意思決定と執行を行います。そして、その経過及び結果についての適切な監視と情報公

開を行い、経営の透明性を上げていきます。これらを有効に機能させるべくコーポレート・ガバナンスを充実していきたいと

考えます。 

(2)会社機関の基本説明 

当社は、取締役、監査役設置会社であり、社外監査役３名を中心にコーポレート・ガバナンスの充実を図っております。 

当社の主な機関及び内部統制の関係は以下の通りです。 

  

 

   ． 会社の機関の内容及び内部統制システムの状況 

    当社は健全で持続的に成長可能な企業であるためには、コンプライアンスを守るため危機管理会議で体制 

   の構築・維持・整備にあたっており、内部統制システムのさらなる充実を図ってまいります。 

・ 取締役会 

業務執行の法令・定款への適合性を確保するため、監査役の出席のもと、原則毎月開催し、社長が議長を務めております。

法令に定める職務のほか、経営の基本方針・戦略その他重要な業務執行の決定を主要任務としております。現在、当社には社

外取締役はおりません。 

取締役会は拡大取締役会として執行役員、スーパーバイザー（ＳＶ）、サブスーパーバイザー（ＳＳＶ）、子会社役員を参

加させ社長自身が時間をかけて会社のあるべき姿、方針を述べ、更に３０分間質疑応答に時間を割き、それらのことは社長語

録としてまとめ社内専用メールにて全社員に向けて発信し、店舗チェックの採点項目として社員への浸透、意識改革に活用し

ている。 

当社の取締役は１０名以内とする旨定款で定めております。 

・ 監査役会 

社外監査役３名で構成され、原則２ヶ月に一回開催し、監査に関する重要事項について報告・協議・決議を行います。 

各監査役は監査役会が定めた監査役監査基準に基づき、取締役会への出席、子会社を含む業務状況の調査等を通じ、取締役

会の職務遂行の監査を行っております。 



  

・ 広報部門 

適切な情報開示をするために、開示の有無と開示内容について審議・決定します。必要に応じて適宜開催しております。 

  

(3)内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

当社においては、社外監査役３名と内部監査部門にて、定期的に会合を開催しております。 

監査役は、取締役会及び社内の重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べるほか、内部監査部門と緊密な連携を保ち、

効率的な監査を実施するように努めております。また、監査役は、必要に応じて、内部監査部門に対して調査を求め、報告を

受けております。 

監査役は、定期的に監査法人より会計監査の結果を聴取し意見交換を行い、必要に応じて、監査法人の監査に立会い、ま

た、業務を執行した公認会計士と協議の場を持つなどして、監査法人と相互連係を高めております。会社法及び証券取引法に

基づく会計監査人として、堤公認会計事務所及び大有ゼネラル監査法人と契約を結び会計監査を受けております。 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数は次のようになっております。 

※ 継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

※ 同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置をと

っております。 

監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士４名 

  

(4)社外監査役との関係 

当社の社外監査役３名は、就任前に当社の役員また社員となったことはなく、外部から招聘した監査役であります。 

  

(5)リスク管理体制の整備状況 

当社は、社長を議長とする危機管理会議を拡大役員会に設置し、危機が発生しないよう予防、教育・訓練、コンプライアン

ス（法令遵守）の教育・訓練を実施しております。拡大委員会及び社内ネットワークを利用して実際に起こった危機の迅速な

処理と再発防止に努めております。 

  

(6)役員報酬の内容 

当期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

取締役及び監査役に支払った報酬 

取締役 １名  21,600千円 

監査役 ２名   4,320千円 

  

(7)監査報酬の内容 

当期における当社の会計監査人に対する監査報酬は以下のとおりであります。 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 

堤 雅彦 堤公認会計士事務所 

代表社員 
岩村 浩秀 

大有ゼネラル監査法人 
業務執行社員 

代表社員 
鯉淵 信行 

業務執行社員 



公認会計士法（昭和23年法律第103号)第2条第1項に規定する業務に基づく報酬 

11,595千円 



第５ 【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28

号）。」（以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度（平成17年５月１日から平成18年４月30日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年５月１日から平成19年４月30日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）。」（以

下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、第14期事業年度（平成17年５月１日から平成18年４月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

第15期事業年度（平成18年５月１日から平成19年４月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

  

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年５月１日から平成18年４月30日まで）

の連結財務諸表及び第14期事業年度（平成17年５月１日から平成18年４月30日まで）の財務諸表について、公認会計

士 齋藤 忠氏及び公認会計士 堤 雅彦氏により監査を受け、当連結会計年度（平成18年５月１日から平成19年４月

30日まで）の連結財務諸表及び第15期事業年度（平成18年５月１日から平成19年４月30日まで）の財務諸表について

は、公認会計士 堤 雅彦氏及び大有ゼネラル監査法人により監査を受けております。 

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

第14期連結会計年度の連結財務諸表及び第14期事業年度の財務諸表 

公認会計士 齋藤 忠氏及び公認会計士 堤 雅彦氏 

第15期連結会計年度の連結財務諸表及び第15期事業年度の財務諸表 

公認会計士 堤 雅彦氏及び大有ゼネラル監査法人 

また、大有ゼネラル監査法人は、平成18年９月１日に新栄監査法人と合併しております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  
前連結会計年度

（平成18年４月30日） 
当連結会計年度 

(平成19年４月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
(％) 

金額（千円） 
構成比
(％) 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     623,052     872,780   

２．受取手形及び売掛金     55,658     232,581   

３．たな卸資産     1,213,659     1,364,312   

４．短期貸付金     ―     53,382   

５．繰延税金資産     99,842     103,795   

６．その他     68,887     53,340   

貸倒引当金     △ 127     △ 1,651   

流動資産合計     2,060,972 76.9   2,678,541 54.7 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

(1) 建物及び構築物   131,162     387,642     

減価償却累計額   75,137 56,025   174,968 212,673   

(2) 機械装置及び運搬具   16,510     40,064     

減価償却累計額   13,882 2,627   34,864 5,200   

(3) その他   9,317     49,455     

減価償却累計額   7,737 1,580   22,806 26,649   

(4)土地     ―     163,492   

(5)建設仮勘定     ―     693   

有形固定資産合計     60,233 2.2   408,708 8.4 

２．無形固定資産               

(1) のれん     ―     459,498   

(2) その他     6,758     9,159   

無形固定資産合計     6,758 0.3   468,658 9.6 

３．投資その他の資産               

(1) 投資有価証券 ※１   315,659     572,350   

(2) 関係会社株式     ―     152,940   

(3) 長期貸付金     51,621     355,671   

(4) 敷金・保証金     179,096     266,462   

(5) 繰延税金資産     7,268     8,671   

(6) その他     147     27,733   

貸倒引当金     △ 995     △ 47,293   

投資その他の資産合計     552,796 20.6   1,336,535 27.3 

固定資産合計     619,788 23.1   2,213,902 45.3 

資産合計     2,680,760 100.0   4,892,443 100.0 

       



  

  

  
前連結会計年度

（平成18年４月30日） 
当連結会計年度 

(平成19年４月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
(％) 

金額（千円） 
構成比
(％) 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．支払手形及び買掛金 ※３   442,240     800,146   

２．短期借入金     50,000     341,600   

３.1年以内返済予定長期借入金     ―     184,200   

４．未払法人税等     232,133     141,549   

５．賞与引当金     119,500     125,580   

６．製品保証引当金     7,700     14,466   

７．ポイント引当金     30,829     26,396   

８．その他     233,270     467,635   

流動負債合計     1,115,674 41.6   2,101,573 43.0 

Ⅱ 固定負債               

１．長期借入金      ―     643,260   

２．長期未払金     ―     174,266   

３．連結調整勘定     10,641     ―   

４．その他     8,247     21,560   

固定負債合計     18,888 0.7   839,087 17.1 

負債合計     1,134,563 42.3   2,940,660 60.1 

                

（少数株主持分）               

少数株主持分     28,359 1.1   ― ― 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金     509,125 19.0   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金     472,125 17.6   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金     1,070,764 39.9   ― ― 

Ⅳ 自己株式 ※２   △ 534,176 △19.9   ― ― 

資本合計     1,517,838 56.6   ― ― 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  2,680,760 100.0 ― ―

       



  

  

  

  
前連結会計年度

（平成18年４月30日） 
当連結会計年度 

(平成19年４月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
(％) 

金額（千円） 
構成比
(％) 

（純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     ― ―   509,125 10.4 

２．資本剰余金     ― ―   472,125 9.6 

３．利益剰余金     ― ―   1,332,432 27.2 

４．自己株式     ― ―   △550,301 △11.2 

株主資本合計     ― ―   1,763,380 36.0 

Ⅱ 少数株主持分           188,402 3.9 

純資産合計     ― ―   1,951,783 39.9 

負債純資産合計     ― ―   4,892,443 100.0 

       



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
百分比
(％) 

金額（千円） 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     7,770,877 100.0   11,316,646 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,904,562 63.1   7,697,921 68.0 

売上総利益     2,866,314 36.9   3,618,725 32.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   2,356,743 30.3   3,216,171 28.4 

営業利益     509,570 6.6   402,553 3.6 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   661     15,353     

２．有価証券利息   370     ―     

３．助成金    ―     5,700     

４．持分法による投資利益   3,027     11,677     

５．その他   9,873 13,932 0.2 20,316 53,047 0.5 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   16     19,106     

２．ファンド運営費   ―     8,501     

３．貸倒引当金繰入額   995     ―     

４．その他   2,373 3,385 0.0 5,394 33,002 0.3 

経常利益     520,117 6.7   422,598 3.7 

Ⅵ 特別利益               

１．投資有価証券売却益   ―     37,147     

２．賞与引当金戻入額   ―     15,038     

３．関係会社株式売却益 ※２ 53,803     ―     

４．製品保証引当金戻入額 ※３ 1,300     ―     

５．その他 ※７ ― 55,103 0.7 13,877 66,062 0.6 

Ⅶ 特別損失               

１．投資有価証券評価損   ―     27,380     

２．貸倒引当金繰入額   ―     12,924     

３．前期損益修正損 ※４ 4,391     ―     

４．フロア改装費 ※５ 1,210     ―     

５． その他 ※６ 8,831 14,433 0.2 3,418 43,724 0.4 

税金等調整前 
当期純利益 

  560,787 7.2 444,937 3.9

法人税、住民税 
及び事業税 

300,246 276,090    

法人税等調整額 △ 43,045 257,200 3.3 △5,355 270,734 2.4 

少数株主利益   ―     14,123 △0.1 

当期純利益   303,586 3.9   188,325 1.7 

       



③ 【連結剰余金計算書】 

  
  

  

    
前連結会計年度

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）

（資本剰余金の部)       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     472,125 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     472,125 

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     781,191 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１．当期純利益   303,586 303,586 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１．配当金   14,013 14,013 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     1,070,764 

    



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 
(単位：千円)

 

（注）平成18年7月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株 主 資 本

純資産 
合計 

資本金 資本 
剰余金 

利益剰余金 自己株式 株主資本
合計 

少数株主 
持分 

平成18年４月30日残
高 

509,125 472,125 1,070,764 △534,176 1,517,838 28,359 1,546,197

事業年度中の変動額      

剰余金の配当(注)     △22,673 △22,673   △22,673
当期純利益     188,325 188,325   188,325
自己株式の購入     △16,125 △16,125   △16,125
株主資本以外の項
目の事業 
年度中の変動額(純
額) 

    96,015 96,015 160,043 256,058

事業年度中の変動額 
合計 

― ― 261,667 △16,125 245,542 160,043 405,585

平成19年４月30日残
高 
  

509,125 472,125 1,332,432 △550,301 1,763,380 188,402 1,951,783



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前当期純利益   560,787 444,937 

減価償却費   21,171 39,822 

負ののれん償却   ― 24,750 

持分法による投資利益   △ 3,027 △ 11,677 

貸倒引当金の増加額   1,123 9,702 

賞与引当金の増加額   46,500 6,080 

製品保証引当金の増加額   △ 1,300 4,471 

ポイント引当金の増加額   2,131 △ 4,433 

受取利息及び受取配当金   △ 661 △ 15,654 

有価証券利息   △ 370 △3,868 

固定資産売却益   ― △5,541 

関係会社株式売却益   △ 53,803 ― 

投資有価証券売却益   ― △37,147 

前期損益修正損   4,391 ― 

関係会社株式評価損   8,831 ― 

投資有価証券評価損   ― 27,380 

支払利息   16 19,106 

新株発行費   811 ― 

雑損失   378 ― 

自己株式購入手数料   1,183 ― 

売上債権の増加額   △ 26,866 △161,796 

たな卸資産の増加額   △ 154,793 △105,594 

その他債権の減少額   28,138 87,231 

仕入債務の増加額   7,461 170,585 

未払消費税等の減少額   ― △8,917 

その他債務の増加額   16,416 216,996 

小計   458,522 696,436 

利息及び配当金の受取額   661 13,983 

有価証券利息受取額   370 3,868 

利息の支払額   △ 16 △13,876 

法人税等の支払額   △ 144,311 △367,084 

営業活動によるキャッシュ・フロー   315,226 333,328 



  

   
前連結会計年度

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

長期貸付けによる支出   △ 50,000 ― 

短期貸付金の回収による収入   1,500 249,800 

短期貸付金の増加による支出   ― △497,782 

長期貸付金の増加による支出   ― △107,383 

長期貸付金の回収による収入   56,330 61,629 

預託金の増加による支出   ― △78 

有価証券の売却による収入   79,812 88,150 

関係会社株式の取得による支出   △ 68,721 ― 

有形固定資産の取得による支出   △ 16,223 △171,380 

無形固定資産の取得による支出   △ 2,095 ― 

投資有価証券の取得による支出   △ 2,500 △528,688 

関係会社等への出資による支出   △ 230,000 ― 

のれんの増加   ― △71,550 

関係会社株式の売却による収入   116,000 ― 

短期貸付けによる支出   △ 6,900 ― 

有形固定資産の売却による収入   ― 110,597 

敷金・保証金の預託による支出   △ 21,150 △57,526 

電話加入権の増加   ― △64 

敷金・保証金等の解約による回収   7,610 ― 

その他投資の増加による支出   △ 124 ― 

預り保証金の増加による収入   8,247 ― 

連結範囲の変更に伴う 
子会社株式の取得による支出 

※２ △ 20,131 △49,803 

連結範囲の変更に伴う 
子会社株式の取得による収入 

※２ 30,000 341,549 

その他   ― 2,063 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △ 118,347 △630,467 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

自己株式の取得による支出   △ 219,268 △16,125 

長期借入れにによる収入   ― 880,000 

短期借入れによる収入   100,000 1,443,000 

短期借入金の返済による支出   △100,000 △1,154,402 

長期借入金の返済による支出   ― △573,064 

短期社債の購入による支出   ― △10,000 

株式の発行による支出   △ 811 ― 

配当金の支払額   △ 13,793 △22,540 

   
前連結会計年度

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △ 233,873 546,867 



  

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   △ 36,994 249,728 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   660,046 623,052 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 623,052 872,780 

        



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 ２社 

  主要な連結子会社の名称 

   株式会社テンポスインベストメ

ント 

   株式会社テンポスファイナンス 

(1) 連結子会社の数 ５社 

  主要な連結子会社の名称 

   株式会社テンポスインベストメ

ント 

   株式会社テンポスファイナンス 

株式会社ハマケン 

株式会社テンポハンズ 

株式会社ビクトリー 

  

株式会社ハマケンは平成18年6 

月に、また株式会社ビクトリー

は平成18年９月に子会社といた

しました。 

  (2) 主要な非連結子会社の名称等 

  該当事項はありません。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

  該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の関連会社の数 １社 

 主要な会社名 

  株式会社オフィスバスターズ 

(1) 持分法適用の関連会社の数 ２社 

 主要な会社名 

  株式会社オフィスバスターズ 

株式会社あさくま 

当連結会計年度で株式会社あさくま

に対して494,704千円出資をいたし、

総資産額が連結財務諸表に重要な影響

を与えることになったため適用会社に

含めております。なお同社に対して株

式120,904千円及び転換社債引受額

373,800千円を出資いたしておりま

す。 

  (2) 持分法を適用していない関連会社

（エクセレントリペア株式会社、威

海国際投資有限公司、二叶（上海）

家具装飾有限公司及び株式会社ＲＯ

Ｉ）は、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）などから見て、持分法の対象か

ら除いても連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため持分法の適用範囲

から除外しております。 

(2) 持分法を適用していない関連会社

（エクセレントリペア株式会社、威

海国際投資有限公司、二叶（上海）

家具装飾有限公司及び株式会社ＲＯ

Ｉ）は、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）などから見て、持分法の対象か

ら除いても連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため持分法の適用範囲

から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 全ての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

連結子会社のうち株式会社ハマケンの 

決算日は7月31日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては連

結決算日現在で実施した仮決算に基

づく財務諸表を使用しております。 

なお、その他の連結子会社の事業年

度の末日は、連結決算日と一致してお

ります。 

  

  

  

    

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

 (1) 重要な資産の評価基準 イ 有価証券 イ 有価証券 



及び評価方法  (1) 満期保有目的の債券 

   償却原価法（定額法）を採用し

ております。 

 (1) 満期保有目的の債券 

同 左 

   (2) 関連会社株式 

   移動平均法による原価法を採用

しております。 

 (2) 関連会社株式 

同 左 

   (3) その他有価証券 

  ① 時価のあるその他有価証券 

   決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用し

ております。 

  

  

    ― 

     ② 時価のないその他有価証券 

   移動平均法による原価法を採用

しております。 

  

  ロ たな卸資産 

 (1) 商品 

   移動平均法による原価法を採用

しております。 

ロ たな卸資産 

 (1) 商品 

同 左 

   (2) 製品 

   個別法による原価法を採用して

おります。 

 (2) 製品 

同 左 

   (3) 仕掛品 

   個別法による原価法を採用して

おります。 

 (3) 仕掛品 

同 左 

   (4) 貯蔵品 

   先入先出法による原価法を採用

しております。 

 (4) 貯蔵品 

同 左 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法（ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法）を採用し

ております。なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。 

建物 ３年～２０年

工具、 
器具及び備品 

４年～１０年

(1) 有形固定資産 

（会計方針の変更） 

平成19年4月１日以降取得した有形

固定資産の償却方法については、平成

19年度法人税法の改正により導入され

たあらたな定額法および定率法に変更

しております。 

なお、この変更による営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益に与える

影響額は軽微であります。 

  (2) 無形固定資産 

 定額法を採用しております。なお、

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）による定額法を採用しておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

同 左 

      



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

 (3) 重要な引当金の計上基

準 

(1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等については

個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同 左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるため、

会社所定の計算方法による支給見込

額のうち、当期負担額を計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

同 左 

  (3) 製品保証引当金 

  製品引渡後の保証期間内の補修費

用の支出に備えるため、過去の実績

に基づき当期の売上高に対応する発

生見込額を計上しております。 

(3) 製品保証引当金 

同 左 

  (4) ポイント引当金 

  将来の「テンポスメンバーズカー

ド」の使用による費用発生に備える

ため、使用実績率に基づき、翌期以

降に利用されると見込まれるポイン

トに対し見積り額を計上しておりま

す。 

(4) ポイント引当金 

同 左 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

  

   ― 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

 (5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同 左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

  

同 左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５

年の均等償却を行っております。な

お、金額が僅少な場合は、発生した期

に全額償却しております。 

(1)  同 左 

(2)前連結会計年度において「連結調

整勘定」として掲記しておりましたが

当連結会計年度は該当がありません。 

(3)連結キャシュ・フロー計算書前連

結会計年度において「連結調整戻入

額」として掲記されたものは当連結会

計年度から「負ののれん償却額」とし

て表示しております。のれんは５年間

または20年間で均等償却しておりま

す。なお、株式会社あさくまののれん

は一時償却いたしております。 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について、連結会計年度中に確

定した利益処分に基づいて作成してお

ります。 

  

  ― 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

  

同 左 

９．会計方針の変更    

     ― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する基準等） 

当連結会計年度から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月9

日企業会計基準第5号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第8号平成17年12月9日）を適用し

ております。 

なお当連結会計年度における連結貸

借対照表の純資産の部については、連

結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結連結財務諸表規則により作成し

ております。 

これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は1,763,380千円であります。 

  

    

     ― 

  

（ストック・オプション等に関する会

計基準） 

当連結会計年度より「ストック・オ

プション等に関する会計基準」（企業

会計基準第8号平成17年12月27日）及び

「ストック・オプション等に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第11号平成18年5月31日）を適用

しております。これによる損益に与え

る影響はありません。 

  

    

  

     ― 

（役員賞与に関する会計基準） 

当連結会計年度より「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準第4号平

成17年11月29日）を適用しておりま

す。 

これによる損益に与える影響はありま

せん。 

  

    

     ― 

  

（のれん及び負ののれんの償却に関す

る事項） 

のれんは、５年間及び20年間で均等償

却しております。 

負ののれんは、20年間で均等償却して

おります。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成18年４月30日) 

当連結会計年度
(平成19年４月30日) 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式） 32,156千円

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式） 152,940千円

※２．連結会社及び持分法適用関連会社が保有する自己

株式の数は、普通株式2,969株であります。 

※２．         ― 

※３．    

         ― 

※３． 当連結会計年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の期日満期手形が期日残高に含まれており

ます。 

支払手形 23,489千円

前連結会計年度
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当連結会計年度
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給料手当及び諸手当 875,763千円

地代家賃 692,669 

貸倒引当金繰入額 127 

賞与引当金繰入額 117,000 

ポイント引当金繰入額 67,318 

減価償却費 18,405 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給料手当及び諸手当 1,356,979千円

地代家賃 808,206 

貸倒引当金繰入額 3,537 

賞与引当金繰入額 120,714 

ポイント引当金繰入額 62,356 

減価償却費 36,685 

※２．関連会社との関係が一部希薄化したため、関係会

社株式の一部を売却したものであります。 

  

― 

※３．修繕率の改善により、前事業年度に計上していた

引当金が一部過大計上となったことによる戻入であ

ります。 

  

― 

※４．従来、当社の少額減価償却資産についての減価償

却の方法は３年均等償却によっておりましたが、当

連結会計年度から取得時の費用として処理する方法

に変更したことによるものであります。 

  

― 

※５．春日井店の４階フロアを閉鎖したことによる改装

費であります。 

  

― 

※６．関係会社の経営状態が悪化したため評価損を計上

したものであります。 

※６．主に盗難損失1,627千円及び休業補償1,791千円で

あります。 

― ※７．主に固定資産売却益5,541千円、貸倒引当金戻入

6,663千円及び債務免除益1,672千円であります。 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

１．発行済株式に関する事項 

  
  

２．自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

単元株式の買取りによる増加  167株 
  
３．新株予約権に関する事項 

  
（注）１．目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 
  
  

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 47,716 ― ― 47,716 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 2,369 167 ― 2,536 

会社名 内容 
目的となる株
式の種類 

前連結会計年
度末 
（株） 

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末の残
高 増加 減少

当連結会計年
度末 

提出会社 

平成15年新株
予約権 

普通株式 4 ― ― 4 ―

平成17年新株
予約権 

普通株式 840 ― ― 840 ―

子会社 ― ― ― ― ― ― ―

合計 840 ― ― 840 ―

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年7月25日 
定時株主総会 

普通株式 22,673 500 平成18年4月30日 平成18年7月26日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年6月25日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 27,108 600 平成19年4月30日 平成19年7月26日 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当連結会計年度
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年４月30日現在） 

現金及び預金勘定 623,052千円

現金及び現金同等物 623,052千円

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成19年４月30日現在） 

現金及び預金勘定 872,780千円

現金及び現金同等物 872,780千円

※２．新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の

主な内訳 

  (1) 株式会社テンポスインベストメントを設立し、

新たに連結したことに伴う連結開始時の資産及び

負債の内訳並びに当該株式取得のための支出（純

額）との関係は次のとおりであります。 

当該会社の現金同等物 △ 30,000千円

差引当該会社取得のための
支出（△収入） 

△ 30,000千円

※２．株式取得により株式会社ハマケンを連結したこと

に伴う連結開始時の資産及び負債の主な内訳並びに

当該株式取得のための支出（純額）との関係は次の

通りです。 

流動資産 156,183千円

固定資産 384,210千円

流動負債 415,509千円

固定負債 562,300千円

連結調整勘定 412,657千円

少数株主持分 24,759千円

当該会社株式の取得価額 101,400千円

  (2) 株式取得により株式会社テンポスファイナンス

を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債

の内訳並びに当該株式取得のための支出（純額）

との関係は次のとおりであります。 

流動資産 79,731千円

固定資産 128,571千円

流動負債 116,223千円

連結調整勘定 10,641千円

少数株主持分 28,359千円

当該会社株式の取得価額 53,079千円

当該会社の現金及び現金同等物 △ 32,947千円
差引当該会社取得のための支出 20,131千円

  



(リース取引関係) 

  

  

  

  

  

(有価証券関係) 

前連結会計年度（平成18年４月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

前連結会計年度 
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当連結会計年度
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

当社グループは、リース取引を全く行っておりま

せんので、該当する事項はありません。 
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引。 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

  有形固定資産 

（機械装置及

び運搬具） 

（千円） 

有形固定資産

（工具器具及び

備品） 

(千円） 

合計 

  

  

(千円） 

取得価額 

相当額 
15,706 18,559 34,266 

減価償却累 

計額相当額 
6,928 9,399 16,327 

期末残高 

相当額 
8,779 9,160 17,938 

  ② 未経過リース料期末残高相当額 

  有形固定資産 

（機械装置及

び運搬具） 

（千円） 

有形固定資産

（工具器具及

び備品） 

（千円） 

合計 

  

  

（千円） 

1年以内 2,234 3,349 5,583 

1年超 4,809 2,859 7,668 

合計 7,043 6,208 13,251 

  ③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 8,742千円 

減価償却費相当額 7,607千円 

支払利息相当額 1,296千円 

  ④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額 

法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価格相当額の差額を 

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息 

法によっております。 

   ２．オペレーティング・リース取引 

  

  

未経過リース料   

1年以内 2,826千円 

1年超 ― 

合計 2,826千円 



  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的債券の今後の償還予定額 

該当事項はありません。 

  

  

当連結会計年度（平成19年４月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的債券の今後の償還予定額 

該当事項はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日）及び当連結会計年度（自平成18年５月１日 至平成

19年４月30日）当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当する事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

前連結会計年度（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日）及び当連結会計年度（自平成18年５月１日 至平成

19年４月30日）当社グループは、退職金制度がないため、該当する事項はありません。 

  

前連結会計年度
(平成18年４月30日) 

貸借対照表計上額（千円） 

(1) 関連会社株式   

  非上場株式 152,940 

  

当連結会計年度
(平成19年４月30日) 

貸借対照表計上額（千円） 

(1) 投資有価証券   

非上場株式 572,350 

  非上場ワラント ― 



 

  

（ストック・オプション関係） 

前連結会計年度（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日）該当する事項はありません。 

  当連結会計年度（自平成18年５月１日 至平成19年4月30日） 

  ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（１）ストック・オプションの内容 

  

  

  

 

  

会社名 提出会社 

決議年月日 平成１５年７月２９日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社または当社子会社の取締役、監査役、従業員 １名 

株式の種類及び付与数（株） 普通株式 ４株 

付与日 平成１５年９月２５日 

  権利行使時において当社または当社子会社の取締役、監査役、従業員

であること。ただし任期満了に伴う退任、定年退職、関係会社出向

他、当社取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではな

い。 

対象勤務時間 該当事項はありません 

権利行使期間 自平成17年7月30日 至平成20年7月29日 

会社名 提出会社 

決議年月日 平成１７年７月２８日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役、監査役及び従業員 ３７名 

株式の種類及び付与数（株） 普通株式 ８４０株 

付与日 平成１７年９月７日 

権利確定条件 権利行使時において当社または当社子会社の取締役、監査役、従業員

であること。ただし、任期満了に伴う退任、定年退職、関係会社出向

他、当社取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではな

い。 

対象勤務時間 該当事項はありません 

権利行使期間 自平成21年7月29日 至平成24年7月29日 



  

(税効果会計関係) 

  

  

  

  

  

  

  
前連結会計年度

(平成18年４月30日) 
当連結会計年度 

(平成19年４月30日) 
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
(千円) (千円)

繰延税金資産     

賞与引当金 48,658 51,147 

未払事業所税 14,145 15,977 

未払事業税 16,981 9,092 

製品保証引当金 3,133 4,236 

ポイント引当金 12,544 10,746 

礼金 1,110 1,483 

関係会社株式評価損 3,593 3,593 

貸倒引当金 ― 5,559 

その他 7,195 10,666 

繰延税金資産計 107,363 112,503 

繰延税金負債   

特別償却準備金 △ 252 △ 36 

繰延税金負債計 △ 252 △ 36 

繰延税金資産の純額 107,111 112,466 

 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項
目に含まれております。 

  

流動資産 ― 繰延税金資産 99,842 103,795 

固定資産 ― 繰延税金資産 7,268 8,707 

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

(％) (％) 

法定実効税率 40.69 40.69 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.02 0.12 

留保金課税 4.91 4.43 

住民税均等割 0.55 2.38 

その他 △ 0.31 10.05 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.86 57.67 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日） 

当社グループは飲食事業者向け以外に事業の種類がありませんので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日） 

当社グループは日本以外の国または地域に所属する連結子会社及び海外支店がありませんので、該当事項はありませ

ん。 

  

当連結会計年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

当社グループは日本以外の国または地域に所属する連結子会社及び海外支店がありませんので、該当事項はありませ

ん。 

  

  

【海外売上高】 

  飲食店向け機

器販売事業

（千円） 

内装工事 

請負事業 

（千円） 

リース・クレ

ジット取扱事

業（千円） 

その他の 

事業 

（千円） 

  

計 

（千円） 

消去又は 

全社 

（千円） 

連結 

  

（千円） 

Ⅰ.売 上 高

及び営業損

益 

              

売上高               

(1) 外 部 顧

客 に 対 す

る売上 

8,075,571 1,433,266 1,628,498 179,311 11,316,646 ― 11,316,646 

(2) セ グ メ

ント間の内

部売上高又

は振替高 

601,056 154,458 89 12,600 768,203 768,203 ― 

計 8,676,627 1,587,724 1,628,588 191,911 12,084,849 768,203 11,316,646 

営業費用 8,177,005 1,704,622 1,588,219 197,563 11,667,409 770,878 10,896,533 

営業利益又

は営業損失

（△） 

499,622 △116,898 40,368 △5,652 417,440 14,887 402,553 

Ⅱ.資 産・

減 価 償 却

費 及 び 資

本的支出 

              

資産 3,578,932 900,890 105,130 297,256 4,882,208 10,235 4,892,443 

減価償却費 24,347 14,024 450 1,001 39,822 ― 39,822 

資本的支出 66,202 7,189 14,611 90,233 178,235 178,235 ― 



前連結会計年度（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日） 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

【関連当事者との取引】 

当連結会計年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

1. 役員及び個人主要株主等 

  

  
(注１) 株式会社お助け隊は当社の主要株主である有限会社あさしおが100％の議決権を所有している。 

(注２) 株式会社メンテックは当社取締役川原史敬が代表取締役社長を務め同社の50％の議決権を所有している。 

(注３) 株式会社あさくまは当社代表取締役森下篤史、取締役川原史敬及び取締役森下和光が取締役を兼務して 

おります。また同社は当社が14.1％出資する会社であります。 

  

属性 
会社等の 
名称 

住所 
資本金等 

又は出資金 
(単位千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有 

(被所有) 
割合(％) 

関係内容 

取引の
内容 

取引金額
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 役員の

兼任等 
事業上の

関係 

主要株主会
社の子 会
社 

株式会社 
お助け隊 
(注１) 

東京都 
大田区 

50,000 事業 
支援業 

0 3
（兼任）

厨房機器
の販売及
びその仲
介 

経費立替 117 立替金 49

仲介手数料 423    

厨房機器の
仕入 

6,017 買掛金 241

提出会社の
役員及びそ
の近親者 

株式会社メ
ンテック 
メンテック

(注
2) 

東京都新宿
区 

10,000 損害保険代
理 業 及 び
清掃事業 

0 1
（兼任）

厨房機器
の販売及
びその仲
介 

厨 房 機 器
の販売 

763 売掛金 543

主要株主会
社 の 子 会
社 

株式会社 
あさくま 
(注３) 

名古屋市 
天白区 

1,296,600 ステーキレ
ス ト ラ ン
の経営 

14.1 3
（兼任）

厨房機器
の販売及
びその仲
介 

厨房機器の
販売 

9,440 売掛金 
  

2,833
 

経費立替 378 立替金 267

有価証券利
息 

803 未収収益 803

有価証券
取得 

494,704 関係会社株 
式 

494,704



2. 子会社等 

  

  
(注１) 株式会社テンポスファイナンスは当社の株式を1.25％保有しています。 

又取締役森下和光が9.9％及び株式会社あさしおが16.4％の議決権を所有しています。 

(注２) 株式会社オフィスバスターズの36.56％の議決権を所有しております。 

(注３) 株式会社ROIの13.57％の議決権を所有しております。 

  

  

  

  

(企業結合等関係) 

前連結会計年度（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

該当事項はありません。 

  

属性 
会社等の 
名称 

住所 
資本金

又は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有 
(被所有) 
割合(％) 

関係内容 

取引の
内容 

取引金額
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 役員の

兼任等 
事実上の

関係 

子会社 株式会社 
ハマケン 

横浜市 
泉区 

91,800 内装工事請
負事業 

88.9 2
（兼任）

厨房機器
の販売及
びその仲
介 

厨房機器の
販売
他 

21,844 売掛金 1,997

立替金 10

貸付金
  

50,000 
  
関係会社短
期貸付金 

24,000

貸付金
  

100,000 
  
関係会社 
長期貸付金 

87,000

立替金 3,600    
立替金
  

3,410 
  

貸付金利息 2,999    
       

子会社 株式会社テ
ン ポ ス フ
ァ イ ナ ン
ス 
(注１) 

東京都 
大田区 

35,323 厨房機器な
ど の リ ー
ス・レ ン
タ ル 業 務
及 び そ の
仲介 

69.2 1
（兼任）

厨房機器
の販売及
びその仲
介 

厨房機器の
販売 
  
貸付金利息
関係会社 
貸付金 

550,321 
  
  
16 
  

5,000 

売掛金 40,645
立替金 33
   
未収収益 
  
関係会社 
貸付金 

16
 

5,000

子会社 株式会社ビ
クトリー 

東京都 
大田区 

20,000 サンドイッ
チの販売 

100 1
（兼任）

厨房機器
の販売及
びその仲
介 

厨房機器販
売 

234 売掛金 21

子会社 株式会社テ
ンポハンズ 

横浜市 
戸塚区 

90,000 飲食店向け
厨 房 機 器
販売 

100 0 厨房機器
の販売及
びその仲
介 

厨房機器
販売 
貸付金利息
  
関係会社貸
付金 

9,641 
  

405 
  

35,000 

売掛金 522
立替金 114
未収収益 260
  
関係会社貸
付金 

 
35,000

厨房機器仕
入 

6,456 買掛金 666

関 連 会 社
(当該関連
会社の子会
社を含む) 

株式会社オ
フ ィ ス バ
ス タ ー ズ
(注２) 

東京都 
千代田区 

55,050 中 古 事 務
機器の 
展示販売 

36.6 2
（兼任）

厨房機器
の販売及
びその仲
介 

厨房機器売
上 

3,933 売掛金 343

事務用機器
の仕入 

242,657 買掛金 23,546

関 連 会 社
(当該関連
会社の 子
会社を 含
む) 

株 式 会 社
R0I 
(注３) 

東京都 
新宿区 

42,000 ソフト開発 11.2 0 厨房機器
の販売及
びその仲
介 

貸付利息 62 ― ―



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

  

１ １株当たり純資産額 

  

  

  

２ １株当たり当期純利益 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当連結会計年度
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

１株当たり純資産額 33,920.45円 １株当たり純資産額 39,555.42 円 

１株当たり当期純利益 6,723.35円 １株当たり当期純利益 4,209.51 円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ので記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないので

記載しておりません。 

項  目 
前連結会計年度

(平成18年４月30日) 
当連結会計年度

(平成19年４月30日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） ― 1,951,783

普通株式に係る純資産額（千円） ― 1,763,381

差異の主な内訳 
少数株主持分（千円） 

― 188,402

普通株式の発行済株式数（株） ― 47,716

普通株式の自己株式数（株） ― 3,136

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の
数（株） 

― 44,580

  
前連結会計年度

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

当期純利益（千円） 303,586 188,325 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（千円） 303,586 188,325 

期中平均株式数（株） 45,154 44,738 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

新株予約権２種類 

（新株予約権の個数844

個） 

 なお、これらの概要は

「第４ 提出会社の状

況、１ 株式等の状況、

(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。 

  

  

同  左 



(重要な後発事象) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当連結会計年度
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

１．株式取得による会社等の買収（子会社化）について 

  平成18年５月18日開催の取締役会の決議に基づき、

平成18年６月１日に第三者割当増資並びに当社大株主

である有限会社あさしおからの株式譲渡を受け、株式

会社ハマケン（横浜市泉区、代表取締役清水 博美）

を子会社といたしました。 

  

  子会社の内容は以下のとおりであります。 

  なお、平成18年５月19日には株式会社テンポハンズ

（横浜市戸塚区、代表取締役柴田 徹）を設立し、株

式会社ハマケンの中古厨房機器の販売店３店舗及び商

品管理センター１店舗の営業譲渡を受けております。

（現時点においてこれは、当社グループの財政状態及

び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に

重要性が乏しいと判断しております。） 

名  称： 株式会社ハマケン  

事業内容： 内装工事の施工   

規  模： 売上高 1,957,590千円 

    (平成17年８月期) 

  資本金 13,400千円(買収前) 

  従業員数 50名(買収前) 

目  的： 内装工事事業の強化のため 

取得株数： 40,000株 (第三者割当増資)

  560株 (株式譲渡) 

取得価額： 100,000千円 (第三者割当増資) 

  1,400千円 (株式譲渡) 

持分比率： 当社 88.9％   

  

  

          ― 



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

(1)【借入金等明細表】 

  

(注) 1.平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

2.長期借入金(1年以内返済予定のものを除く)の連結決算日後5年以内における1年ごとの返済予定額の総額 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  
前期末残高 
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 50,000 341,600 1.06 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 ― 184,200 1.63 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

― 643,260 2.08 平成24年1月20日 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

計 50,000 1,169,060 ― ― 

1年超2年以内 
（千円） 

2年超3年以内
（千円） 

3年超4年以内
（千円） 

4年超5年以内
（千円） 

184,200 184,200 178,080 175,920 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成18年４月30日) 
当事業年度 

(平成19年４月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
(％) 

金額（千円） 
構成比
(％) 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     546,899     434,191   

２．売掛金 ※３   35,403     91,175   

３．商品     915,680     916,876   

４．製品     267,117     295,641   

５．仕掛品     30,506     41,941   

６．貯蔵品     354     94   

７．前払費用     63,012     13,234   

８．短期貸付金     5,400     280,580   

９．繰延税金資産     97,221     95,755   

10．その他流動資産     474     3,139   

貸倒引当金     △ 127     △1,387   

流動資産合計     1,961,944 74.5   2,171,243 58.8 

Ⅱ 固定資産               

(1) 有形固定資産               

１．建物   131,162     133,982     

減価償却累計額   75,137 56,025   88,495 45,487   

２．車両運搬具   16,510     17,393     

減価償却累計額   13,882 2,627   15,054 2,338   

３．工具、器具及び備品   9,317     25,270     

減価償却累計額   7,737 1,580   8,959 16,310   

有形固定資産合計     60,233 2.3   64,136 1.8 

(2) 無形固定資産               

１．ソフトウェア     3,804     5,425   

２．電話加入権     2,820     2,841   

無形固定資産合計     6,625 0.2   8,266 0.2 



  

  

  
前事業年度

(平成18年４月30日) 
当事業年度 

(平成19年４月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
(％) 

金額（千円） 
構成比
(％) 

(3) 投資その他の資産              

１．投資有価証券     53,503     111,331   

２．関係会社出資金     200,000     192,238   

３．関係会社株式     115,488     822,583   

４．長期貸付金 ※３   51,621     133,621   

５．敷金・保証金     179,096     194,267   

６．繰延税金資産     7,181     6,597   

７．その他投資     147     667   

貸倒引当金     △ 995     △12,584   

投資その他の資産合計     606,041 23.0   1,448,721 39.2 

固定資産合計     672,900 25.5   1,521,124 41.2 

資産合計     2,634,844 100.0   3,692,368 100.0 

       



  
  

前事業年度
(平成18年４月30日) 

当事業年度 
(平成19年４月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
(％) 

金額（千円） 
構成比
(％) 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．買掛金 ※３   410,923     401,632   

２．未払金     96,624     71,010   

３．未払費用     78,557     116,967   

４. 未払配当金     ―     652   

５．短期借入金     ―     100,000   

６．1年以内返済予定長期借入金      ―     155,592   

７．未払法人税等     213,770     154,450   

８．未払消費税等     23,757     26,241   

９．前受金     7,672     28,807   

10．預り金     11,362     3,913   

11．賞与引当金     117,000     122,000   

12．製品保証引当金     7,700     9,700   

13．ポイント引当金     30,829     26,396   

流動負債合計     998,196 37.9   1,217,363 33.0 

Ⅱ 固定負債               

１．長期借入金     ―     572,548   

２．預り保証金     8,247     8,247   

固定負債合計     8,247 0.3   580,795 15.7 

負債合計     1,006,443 38.2   1,798,158 48.7 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※１   509,125 19.3   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金               

(1) 資本準備金   472,125     ―     

資本剰余金合計     472,125 17.9   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金               

(1) 利益準備金   2,221     ―     

(2) 任意積立金               

１．別途積立金   700,000     ―     

２．特別償却準備金   682     ―     

(3) 当期未処分利益   350,023     ―     

利益剰余金合計     1,052,927 40.0   ― ― 

Ⅳ 自己株式 ※２   △ 405,776 △15.4   ― ― 

資本合計     1,628,401 61.8   ― ― 

負債・資本合計     2,634,844 100.0   ― ― 

       



  

  

  
前事業年度

(平成18年４月30日) 
当事業年度 

(平成19年４月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
(％) 

金額（千円） 
構成比
(％) 

（純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金 ※１   ― ―   509,125 13.8 

２．資本剰余金               

(1) 資本準備金   ―     472,125     

資本剰余金合計     ― ―   472,125 12.8 

３．利益剰余金               

(1) 利益準備金   ―     2,221     

(2) その他利益剰余金               

別途積立金   ―     1,000,000     

特別償却準備金   ―     367     

繰越利益剰余金   ―     332,271     

利益剰余金合計     ― ―   1,334,861 36.1 

４．自己株式 ※２   ― ―   △421,901 △11.4 

株主資本合計     ― ―   1,894,209 51.3 

純資産合計     ― ―   1,894,209 51.3 

負債純資産合計     ― ―   3,692,368 100.0 

       



② 【損益計算書】 

  

  
前事業年度

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
百分比
(％) 

金額（千円） 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高               

１．商品売上高 ※１ 6,504,216     7,046,993     

２．製品売上高   1,174,458     1,093,726     

３．受取手数料   52,030     43,601     

４．受取賃貸料   ― 7,730,706 100.0 1,560 8,185,880 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１．商品売上原価               

(1) 期首商品たな卸高   807,193     915,680     

(2) 当期商品仕入高 ※１ 4,400,673     4,486,339     

小計   5,207,867     5,402,020     

(3) 期末商品たな卸高   915,680     916,876     

商品売上原価   4,292,186     4,485,143     

２．製品売上原価               

(1) 期首製品たな卸高   227,287     268,317     

(2) 当期製品製造原価   653,406     731,552     

小計   880,694     999,870     

(3) 期末製品たな卸高   268,317     299,441     

製品売上原価   612,376 4,904,562 63.4 700,428 5,185,572 63.3 

売上総利益     2,826,143 36.6   3,000,308 36.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   2,349,794 30.4   2,503,197 30.6 

営業利益     476,348 6.2   497,111 6.1 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   669     14,719     

２．有価証券利息   370     3,868     

３．講演料   4,350     3,579     

４．自動販売機収入   2,598     2,805     

５．助成金   ―     5,700     

６．その他   2,923 10,913 0.1 2,251 32,926 0.4 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   16     6,080     

２．新株発行費   180     ―     

３．ファンド運営費   ―     7,392     

４．貸倒引当金繰入   995     ―     

５．その他   1,561 2,754 0.0 986 14,459 0.2 

経常利益     484,507 6.3   515,578 6.3 



  

  

  
前事業年度

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
百分比
(％) 

金額（千円） 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益               

１．関係会社株式売却益 ※３ 53,803     ―     

２．旧関係会社株式売却益   ―     37,147     

３．製品保証引当金戻入額 ※４ 1,300     ―     

４．賞与引当金戻入額   ― 55,103 0.7 14,108 51,255 0.6 

Ⅶ 特別損失               

１．貸倒引当金繰入額   ―     11,292     

２．盗難損失 ※８ ―     1,627     

３．前期損益修正損 ※５ 4,391     ―     

４．フロア改装費 ※６ 1,210     ―     

５．関係会社株式評価損 ※７ 8,831 14,433 0.2 ― 12,919 0.2 

税引前当期純利益     525,177 6.8   553,913 6.8 

法人税、住民税 
及び事業税 

284,316     247,256   

法人税等調整額   △ 41,608 242,707 3.1 2,050 249,306 3.0 

当期純利益     282,469 3.7   304,607 3.7 

前期繰越利益     67,553     ―   

当期未処分利益     350,023     ―   

      



製造原価明細書 

  

  

(注) 

  

  
前事業年度

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
(％) 

金額（千円） 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費   205,938 31.2 250,072 33.7 

Ⅱ 労務費   87,943 13.3 87,559 11.8 

Ⅲ 経費 ※１ 365,601 55.5 405,355 54.5 

当期総製造費用 ※２ 659,483 100.0 742,987 100.0 

期首仕掛品たな卸高   24,429   30,506   

小計   683,912   773,494   

期末仕掛品たな卸高   30,506   41,941   

当期製品製造原価   653,406   731,552   

   

前事業年度 
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当事業年度
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

※１．経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

業務委託料 285,463千円

地代家賃 37,802千円

減価償却費 2,766千円

※１．経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

業務委託料 344,300千円

地代家賃 35,560千円

減価償却費 1,443千円

※２．当期総製造費用に含まれる引当金繰入額は次のと

おりであります。 

賞与引当金 8,124千円

※２．当期総製造費用に含まれる引当金繰入額は次のと

おりであります。 

賞与引当金 4,866千円

 ３．原価計算の方法 

   当社の原価計算の方法は、ロット別個別原価計算

を採用しております。 

 ３．原価計算の方法 

同  左 



③ 【利益処分計算書】 

  
  

  

    
前事業年度

(株主総会承認日 平成18年７月25日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）

Ⅰ 当期未処分利益     350,023 

Ⅱ 任意積立金取崩額       

１．特別償却準備金取崩額   314 314 

合計     350,338 

Ⅲ 利益処分額       

１．配当金   22,673   

２．任意積立金       

(1) 別途積立金   300,000 322,673 

Ⅳ 次期繰越利益     27,664 

      



④【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

  

(注) 平成18年7月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  株 主 資 本 

  

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 

  

資本剰余金合

計 

利益準備金 その他利益剰余金 

別途積立金 特別償却 

準備金 

繰越利益剰余

金 

平成18年4月30日残高(千円) 509,125 472,125 472,125 2,221 700,000 682 350,023 

剰余金の分配 (注)             △22,673 

別途積立金の積立 (注)         300,000   △300,000 

特別償却準備金の取り崩し           △314 314 

当期純利益             304,607 

自己株式の購入               

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 300,000 △314 △17,752 

平成19年4月30日残高(千円) 509,125 472,125 472,125 2,221 1,000,000 367 332,271 

  株主資本     

  

純資産合計 

その他利益

剰余金 

  

自己株式 

  

株主資本合計 

利益剰余金

合計 

平成18年4月30日残高(千円) 1,052,926 △405,776 1,628,401 1,628,401 

剰余金の配当 (注) △22,673   △22,673 △22,673 

別途積立金の積立 (注)         

特別償却準備金の取り崩し         

当期純利益 304,607   304,607 304,607 

自己株式の購入   △16,125 △16,125 △16,125 

事業年度中の変動額合計 281,934 △16,125 265,809 265,809 

平成19年4月30日残高(千円) 1,334,860 △421,901 1,894,209 1,894,209 



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法）を採用して

おります。 

(1) 満期保有目的の債券 

同  左 

  (2) 関連会社株式 

  移動平均法による原価法を採用し

ております。 

(2) 関連会社株式 

同  左 

  (3) その他有価証券 

 ① 時価のあるその他有価証券 

   決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しており

ます。 

  

― 

   ② 時価のないその他有価証券 

   移動平均法による原価法を採用

しております。 

  

― 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 商品 

  移動平均法による原価法を採用し

ております。 

(1) 商品 

同  左 

  (2) 製品 

  個別法による原価法を採用してお

ります。 

(2) 製品 

同  左 

  (3) 仕掛品 

  個別法による原価法を採用してお

ります。 

(3) 仕掛品 

同  左 

  (4) 貯蔵品 

  先入先出法による原価法を採用し

ております。 

(4) 貯蔵品 

同  左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法（ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法）を採用し

ております。なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。 

建物 ３年～20年

工具、 
器具及び備品 

４年～10年

(1) 有形固定資産 

 （会計方針の変更） 

平成19年4月１日以降取得した有形

固定資産の償却方法については、平成

19年度法人税法の改正により導入され

たあらたな定額法および定率法に変更

しております。 

なお、この変更による営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益に与える

影響額は軽微であります。 

  



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

  （会計処理方法の変更） 

 従来、少額減価償却資産について

の減価償却の方法は３年均等償却に

よっておりましたが、当事業年度か

ら資産管理事務の合理化と財務体質

の健全化を図るため取得時の費用と

して処理する方法に変更いたしまし

た。この変更により、期首の少額減

価償却資産に係る帳簿価額4,391千

円を特別損失に計上いたしました。

この結果従来の方法によった場合に

比べて、経常利益は719千円増加

し、税引前当期純利益は3,672千円

減少しております。 

（会計処理方法の変更） 

  

  

      ― 

  (2) 無形固定資産 

  定額法を採用しております。な

お、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

（５年）による定額法を採用してお

ります。 

(2) 無形固定資産 

同  左 

４．繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 

  支出時に全額費用として処理して

おります。 

  

        ― 

５．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等については

個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同  左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるため、

会社所定の計算方法による支給見込

額のうち、当期負担額を計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

同  左 

  (3) 製品保証引当金 

  製品引渡後の保証期間内の補修費

用の支出に備えるため、過去の実績

に基づき当期の売上高に対応する発

生見込額を計上しております。 

(3) 製品保証引当金 

同  左 

  (4) ポイント引当金 

  将来の「テンポスメンバーズカー

ド」の使用による費用発生に備える

ため、使用実績率に基づき、翌期以

降に利用されると見込まれるポイン

トに対し見積り額を計上しておりま

す。 

(4) ポイント引当金 

       同  左 



  

  

(会計方針の変更) 

  

（会計処理方法の変更） 

  

  

（表示方法の変更） 

  

  

  

  

  

注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同  左 

前事業年度 

(自 平成17年５月１日 

至 平成18年４月30日)  

当事業年度 

(自 平成17年５月１日 

至 平成18年４月30日)  

          － 

  

  

          － 

  

  

(ストック・オプション等に関する会計基準) 

 当会計年度より「ストック・オプション等に関する会計

基準」(企業会計基準第8号平成17年12月27日)及び「スト

ック・オプション等に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第11号平成18年5月31日)を適用しており

ます。 

(役員賞与に関する会計基準) 

 当会計年度より「役員賞与に関する会計基準」(企業会計

基準第4号平成17年11月29日)を適用しています。 

前事業年度 
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当事業年度
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する基準等） 

当会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日企業

会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

8号平成17年12月9日）を適用しております。 

  

前事業年度 
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当事業年度
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

  

  

        ― 

（貸借対照表関係） 

従来「関係会社出資金」に計上していたテンポス飲み食

いファンド投資事業有限責任組合の金額192,238千円を

投資有価証券に計上いたしました。 

前事業年度 
（平成18年４月30日） 

当事業年度
（平成19年４月30日） 



  

※１．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 95,432株

発行済株式総数 普通株式 47,716株

※１． 

  ―  

      

※２．自己株式 

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式2,369

株であります。 

※２． 

            ― 

※３．関係会社項目 

   関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たものの他、次のものがあります。 

(流動資産)  

 売掛金 25,007千円

(流動負債)  

 買掛金 22,073千円

※３．関係会社項目 

   関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たものの他、次のものがあります。 

(流動資産)  

 売掛金 42,900千円

(流動負債)  

 買掛金 24,211千円



(損益計算書関係) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

１．自己株式に関する事項 

前事業年度 
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当事業年度
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

※１．関係会社との取引に関わるものが次のとおり含ま

れております。 

関係会社への売上高 374,382千円

関係会社よりの仕入高 246,220千円

※１．関係会社との取引に関わるものが次のとおり含ま

れております。 

関係会社への売上高 607,267千円

関係会社よりの仕入高 259,411千円

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は９％、一

般管理費に属するおおよその割合は91％でありま

す。 

   主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

給料手当及び諸手当 874,193千円

地代家賃 692,669千円

貸倒引当金繰入額 127千円

賞与引当金繰入額 117,000千円

ポイント引当金繰入額 67,318千円

減価償却費 18,405千円

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は4％、一

般管理費に属するおおよその割合は96％でありま

す。 

   主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

給料手当及び諸手当 1,023,746千円

地代家賃 711,750千円

貸倒引当金繰入額 1,555千円

賞与引当金繰入額 117,134千円

ポイント引当金繰入額  62,356千円

減価償却費 16,088千円

※３．関連会社との関係が一部希薄化したため、関係会

社株式の一部を売却したものであります。 

― 

  

※４．修繕率の改善により、前事業年度に計上していた

引当金が一部過大計上となったことによる戻入であ

ります。 

― 

※５．少額減価償却資産についての会計処理方法の変更

を行ったことによるものであります。 

― 

※６．春日井店の４階フロアを閉鎖したことによる改装

費であります。 

― 

※７．関係会社の経営状態が悪化したため評価損を計上

したものであります。 

― 

― ※８．店舗内金庫の盗難による損失であります。  



  
（変動事由の概要） 

 増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

  単元株式の買取りによる増加 167株 

  

(リース取引関係) 

前事業年度（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日） 

当社は、リース取引を全く行っておりませんので、該当する事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

当社は、リース取引を全く行っておりませんので、該当する事項はありません。 

(有価証券関係) 

前事業年度（平成18年４月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成19年４月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 2,369 167 ― 2,536 



(税効果会計関係) 

  

  

  

(企業結合等関係) 

前事業年度（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

該当事項はありません。 

  

  

  
前事業年度

(平成18年４月30日) 
当事業年度 

平成19年４月30日) 
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
(千円) (千円)

（繰延税金資産）     

賞与引当金 47,607 49,641 

未払事業所税 14,145 15,200 

未払事業税 15,496 6,993 

製品保証引当金 3,133 3,946 

ポイント引当金 12,544 10,740 

礼金 1,110 ― 

関係会社株式評価損 3,593 3,593 

その他 7,024 12,272 

繰延税金資産計 104,655 102,389 

（繰延税金負債）     

特別償却準備金 △ 252 △36 

繰延税金負債計 △ 252 △36 

繰延税金資産の純額 104,403 102,353 

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

(％) (％)

法定実効税率 40.69 40.69 

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.02 0.10 

留保金課税 5.01 2.89 

住民税均等割 0.58 1.75 

その他 △ 0.09 △0.42 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.21 45.01 
   



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり当期純利益 

  

前事業年度 
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当事業年度
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

１株当たり純資産額 35,909.79円 １株当たり純資産額 41,925.85 円 

１株当たり当期純利益 6,173.65円 １株当たり当期純利益 6,718.59 円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ので記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないので

記載しておりません。 

項  目 
前事業年度

(平成18年４月30日) 
当事業年度

(平成19年４月30日) 

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） ― 1,894,209

普通株式に係る純資産額（千円） ― 1,894,209

普通株式の発行済株式数（株） ― 47,716

普通株式の自己株式数（株） ― 2,536

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株
式の数（株） 

― 45,180

  
前事業年度

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

当期純利益（千円） 282,469 304,607 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（千円） 282,469 304,607 

期中平均株式数（株） 45,754 45,338 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

新株予約権２種類 

（新株予約権の個数844

個） 

 なお、これらの概要は

「第４ 提出会社の状

況、１ 株式等の状況、

(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。 

  

  

同 左 



  

(重要な後発事象) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当事業年度
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

１．株式取得による会社等の買収（子会社化）について 

  平成18年５月18日開催の取締役会の決議に基づき、

平成18年６月１日に第三者割当増資並びに当社大株主

である有限会社あさしおからの株式譲渡を受け、株式

会社ハマケン（横浜市泉区、代表取締役清水 博美）

を子会社といたしました。 

  

  子会社の内容は以下のとおりであります。 

  なお、平成18年５月19日には株式会社テンポハンズ

（横浜市戸塚区、代表取締役柴田 徹）を設立し、株

式会社ハマケンの中古厨房機器の販売店３店舗及び商

品管理センター１店舗の営業譲渡を受けております。

（現時点においてこれは、当社グループの財政状態及

び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に

重要性が乏しいと判断しております。） 

名  称： 株式会社ハマケン  

事業内容： 内装工事の施工   

規  模： 売上高 1,957,590千円 

    (平成17年８月期) 

  資本金 13,400千円(買収前) 

  従業員数 50名(買収前) 

目  的： 内装工事事業の強化のため 

取得株数： 40,000株 (第三者割当増資) 

  560株 (株式譲渡) 

取得価額： 100,000千円 (第三者割当増資) 

  1,400千円 (株式譲渡) 

持分比率： 当社 88.9％   

  

  

  

  

  

  

  

― 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

  

【株式】 

  

【債券】 

  

【関係会社株式】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数（数）
貸借対照表計上額 

(千円) 

投資有価証券 その他有価証券 

株式会社クリエイティブアルファ 2,000 100,000 

POWER OCEAN ― 8,831 

株式会社リーワンネット 50 2,500 

計 2,050 111,331 

銘柄 株式数（数）
貸借対照表計上額 

(千円) 

投資有価証券 その他有価証券 1号ファンド ― 192,238 

計 ― 192,238 

銘柄 株式数（数）
貸借対照表計上額 

(千円) 

関係会社株式 
その他 
関係会社株式 
  

エクセレントリペア株式会社 120 6,000 

株式会社ＲＯＩ 92 4,600 

株式会社オフイスバスターズ 1,280 12,800 

株式会社テンポスファイナンス 1,000 53,079 

株式会社テンポスインベストメント 600 30,000 

株式会社テンポハンズ 2,000 100,000 

株式会社ハマケン 2,000 101,400 

株式会社ビクトリー 400 20,000 

株式会社あさくま 1,756,000 120,904 

計 1,763,492 448,783 



【有形固定資産等明細表】 

  

  

【引当金明細表】 

  

(注) 「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒れ実績率による洗替え額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価
償却累計額
または 

償却累計額
(千円) 

当期償却額
（千円） 

差引当期末
残高 

（千円） 

有形固定資産               

 建物 131,162 2,819 ― 133,982 88,495 13,190 45,487 

 車両運搬具 16,510 1,334 451 17,393 15,054 1,572 2,338 

 工具、器具及び備品 9,317 15,952 ― 25,270 8,959 1,172 16,310 

有形固定資産計 156,990 20,107 451 176,645 112,509 15,935 64,136 

無形固定資産               

 ソフトウェア 3,804 3,000 ― 6,804 ― 1,378 5,425 

 電話加入権 2,820 20 ― 2,841 ― ― 2,841 

無形固定資産計 6,625 3,020 ― 9,645 ― 1,378 8,266 

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産               

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金（短期） 127 1,387 ― 127 1,387 

貸倒引当金（長期） 995 12,584 ― 995 12,584 

賞与引当金 117,000 122,000 117,000 ― 122,000 

製品保証引当金（注） 7,700 2,000 ― ― 9,700 

ポイント引当金 30,829 124,948 129,381 ― 26,396 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

  

② 売掛金 

（イ）相手先別内訳 

  

  

（ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額（千円） 

現金 5,570 

預金   

当座預金 3,040 

普通預金 425,580 

小計 428,620 

合計 434,191 

相手先 金額（千円） 

株式会社テンポスファイナンス 40,644 

株式会社あさくま 2,833 

株式会社ハマケン 1,996 

株式会社ＣＮＴ 1,713 

株式会社キョウドウ 1,608 

その他 42,377 

合計 91,175 

前期繰越高(千円) 
  

(Ａ) 

当期発生高(千円)
  

(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  

(Ｃ) 

次期繰越高(千円)
  

(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 

２ 
(Ｂ) 
365 

35,403 920,325 864,553 91,175 90.5 25.1 



③ 商品 

  

  

④ 製品 

  

  

⑤ 仕掛品 

  

  

⑥ 貯蔵品 

  

  

⑦ 短期貸付金 

  

  

品名 金額（千円） 

店舗用設備等 916,876 

合計 916,876 

品名 金額（千円） 

店舗用設備 295,641 

合計 295,641 

品名 金額（千円） 

店舗用設備 41,941 

合計 41,941 

品名 金額（千円） 

収入印紙 94 

合計 94 

相手先 金額（千円） 

株式会社クリエイティブアルファ 200,000 

株式会社コンカドーロ 50,000 

株式会社ハマケン 24,000 

株式会社テンポスファイナンス 5,000 

社員１２名 1,580 

合計 280,580 



⑧ 敷金・保証金 

  

  

⑨ 買掛金 

  

  

相手先 金額（千円） 

日本駐車場ビル株式会社 16,920 

株式会社エムワイティー 15,000 

総合食品エスイー株式会社 15,000 

株式会社戸田商店 15,000 

日本通運株式会社新宿支店 10,150 

大阪トラック配送センター株式会社 7,146 

株式会社ニシオカ 6,800 

株式会社ロジテム九州 6,624 

サンユー建設株式会社 6,027 

有限会社斎喜ビル 6,000 

株式会社平井印刷所 6,000 

その他 83,600 

合計 194,267 

相手先 金額（千円） 

株式会社兼光産業 34,794 

江部松商事株式会社 33,056 

株式会社オフィスバスターズ 23,545 

株式会社丸二金属製作所 19,917 

福島工業株式会社 16,072 

東芝テック株式会社東京支社 11,500 

株式会社マルゼン大宮営業所 10,344 

その他 252,401 

合計 401,632 



  

⑩ 長期借入金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 金額（千円） 

商工組合中央金庫 大森支店 354,150 

みずほ銀行 大森支店 218,398 

合計 572,548 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

事業年度 ５月１日から４月30日まで 

定時株主総会 ７月中 

基準日 ４月30日 

株券の種類 １株券、１０株券、１００株券の３種類 

剰余金の配当の基準日 10月31日、４月30日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

 取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
 東京証券代行株式会社 本店 

 株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
 東京証券代行株式会社 

 取次所 
東京証券代行株式会社 各営業所
 および取次所 

 名義書換手数料 無料 

 新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

 取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
 東京証券代行株式会社 

 株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
 東京証券代行株式会社 

 取次所 
東京証券代行株式会社 各営業所
 および取次所 

 買取手数料 株式売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、証券取引法第24条の7条1項に規定する親会社はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 (1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第14期）（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日）平成18年７月26日関東財務局長に提出。 

(2) 半期報告書 

  （第15期中）（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日）平成19年１月29日関東財務局長に提出。 

(3)臨時報告書 

証券取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第4号に基づく臨時報告書を平成

18年8月8日関東財務局に提出。 

(4)臨時報告書の訂正報告書 

訂正報告書（上記(3)の臨時報告書の訂正報告書）を平成18年8月30日関東財務局長に提出。 

  

 (6) 自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日）平成18年５月８日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日）平成18年６月８日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年６月30日）平成18年７月３日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年７月31日）平成18年８月８日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成19年３月30日   至 平成19年３月31日）平成19年５月8日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年４月30日）平成19年５月8日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成19年５月１日  至 平成19年５月31日）平成19年６月11日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成19年６月１日  至 平成19年６月30日）平成19年７月４日関東財務局長に提出 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年７月25日

株式会社テンポスバスターズ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社テ

ンポスバスターズの平成17年５月１日から平成18年４月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たち

に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得

たと判断している。 

私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社テンポスバスターズ及び連結子会社の平成18年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

公認会計士齋藤忠事務所 

    公認会計士  齋  藤     忠 ㊞ 

堤公認会計士事務所 

    公認会計士  堤     雅  彦 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が財務諸

表に添付するかたちで別途保管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

平成19年７月25日

株式会社テンポスバスターズ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社テンポスバスタ

ーズの平成18年５月１日から平成19年４月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに連結財務諸

表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し

た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社テンポスバ

スターズ及び連結子会社の平成19年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

1. 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 4. 会計処理基準に関する事項(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法に記

載されているとおり、会社は、当連結事業年度より平成19年4月1日以降取得した有形固定資産の償却の方法を、平成19年度税制改正

により導入されたあらたな定額法および定率法に変更している。 

2. 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項9. 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度より

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第5号、平成17年12月9日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号 平成17年12月9日)を適用している。 

3. 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項9. 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度より「ス

トック・オプション等に関する会計基準」(企業会計基準第8号平成17年12月27日)及び「ストック・オプション等に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針第11号平成18年5月31日)を適用している。 

4. 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項9.会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度より「役

員賞与に関する会計基準」(企業会計基準第4号平成17年11月29日)を適用している。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

堤公認会計士事務所 

    公認会計士  堤     雅  彦 ㊞ 

大有ゼネラル監査法人 

代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士  鯉  淵  信  行 ㊞ 

代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士  岩  村  浩  秀 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が財務諸

表に添付するかたちで別途保管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年７月25日

株式会社テンポスバスターズ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社テ

ンポスバスターズの平成17年５月１日から平成18年４月30日までの第14期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私

たちの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たち

に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社テ

ンポスバスターズの平成18年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な会計方針に記載されているとおり、会社は少額減価償却資産についての減価償却の会計処理方法を変更した。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

公認会計士齋藤忠事務所 

    公認会計士  齋  藤     忠 ㊞ 

堤公認会計士事務所 

    公認会計士  堤     雅  彦 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が財務諸

表に添付するかたちで別途保管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成19年７月25日

株式会社テンポスバスターズ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社テンポスバスタ

ーズの平成18年５月１日から平成19年４月30日までの第15期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに財務諸表に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社テンポスバスタ

ーズの平成19年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

追記情報 

1. 重要な会計方針3. 固定資産の減価償却の方法に記載されているとおり、会社は、当事業年度より平成19年4月1日以降取得した有

形固定資産の償却方法を、平成19年度税制改正により導入されたあらたな定額法および率法に変更している。 

2. 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準第5号 平成17年12月9日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号

平成17年12月9日)を適用している。 

3. 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度より「ストック・オプション等に関する会計基準」 (企業会計基

準第8号平成17年12月27日)及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」 (企業会計基準適用指針第11号平成18年5

月31日)を適用している。 

4. 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」 (企業会計基準第4号平成17

年11月29日)を適用している。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

堤公認会計士事務所 

    公認会計士  堤     雅  彦 ㊞ 

大有ゼネラル監査法人 

代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士  鯉  淵  信  行 ㊞ 

代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士  岩  村  浩  秀 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が財務諸

表に添付するかたちで別途保管しております。 
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